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1. 入力津波の評価 

1.1 潮位観測記録の評価 

(1) はじめに 

入力津波による水位変動に用いる潮位条件には，図 1.1－1 に示す発電所構内

（輪谷湾）における潮位観測記録より求めた朔望平均潮位を使用している。朔

望平均満潮位は，2015年 1月から 2019年 12月の潮位観測記録に基づき設定し，

朔望平均干潮位は，1995 年 9 月から 1996 年 8 月の潮位観測記録に基づき設定

している。図 1.1－2 に入力津波による水位変動に用いる潮位を示す。ここでは，

観測記録の抽出期間及び観測地点の妥当性を確認するため，発電所構内（輪谷

湾）における約 24 ヵ年の潮位観測記録及び最寄りの気象庁潮位観測地点「境」

（敷地から東約 23km 地点）における 5 ヵ年の潮位観測記録について分析を行っ

た。 

 

図 1.1－1 発電所構内（輪谷湾）の潮位計＊設置地点 

（注記＊：敷地における津波監視機能を有する設備には該当しない，自主設備） 
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図 1.1－2 入力津波による水位変動に用いる潮位 

 

(2) 観測記録の抽出期間の影響について 

入力津波による水位変動に用いる潮位観測記録に対して，1995 年 9 月から

2019 年 12 月までの約 24 ヵ年の潮位観測記録のデータ分析を行った。分析結果

を表 1.1－1 に示す。 

朔望平均満潮位及び潮位のばらつきは，当初は発電所構内（輪谷湾）におけ

る 1 ヵ年（1995.9～1996.8）の潮位観測記録に基づき設定していたが，図 1.1

－3 に示す約 24 ヵ年の潮位観測記録のとおり，潮位は近年緩やかな上昇傾向
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（0.15m 程度）が認められることから，近年 5 ヵ年（2015.1～2019.12）の潮位

観測記録に基づき，朔望平均満潮位を EL 0.58m，潮位のばらつきを 0.14m と設

定する。 

朔望平均干潮位及び潮位のばらつきは，図 1.1－3 に示す発電所構内（輪谷湾）

における約 24 ヵ年の潮位観測記録のとおり，潮位は近年緩やかな上昇傾向

（0.15m 程度）が認められるため，朔望平均満潮位と同様に近年 5 ヵ年（2015.1

～2019.12）の潮位観測記録に基づき設定していたが，保守的な評価となるよう

朔望平均干潮位が最低となる 1995 年 9 月から 1996 年 8 月までの 1 ヵ年の潮位

観測記録に基づき，当初のとおり朔望平均干潮位を EL-0.02m，潮位のばらつき

を 0.17m と設定する。 

潮位観測記録を 1995 年 9 月から 1996 年 8 月の 1 ヵ年として朔望平均干潮位

を設定することの妥当性を確認するため，潮位観測記録について分析を行った。

図 1.1－4 に発電所構内（輪谷湾）における 24 ヵ年の朔望平均干潮位の年平均

を示す。この図より，24 ヵ年の朔望平均干潮位の最低水位は，1995 年 9 月から

1996 年 8 月の 1 ヵ年における値の EL-0.02m である。また，2002 年 1 月から 2002

年 12 月の 1 ヵ年及び 2006 年 1 月から 2006 年 12 月の 1 ヵ年においても，同様

に EL-0.02m である。以上のことから，保守的な評価となるよう，当初のとおり

1995 年 9 月から 1996 年 8 月までの 1 ヵ年の潮位観測記録に基づき，朔望平均

干潮位を EL-0.02m と設定する。 

 

表 1.1－1 朔望潮位に関する分析結果 
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朔望満潮位 

 

朔望干潮位 

図 1.1－3 約 24 ヵ年（1995 年 9 月～2019 年 12 月）の潮位変化 

 

 

図 1.1－4 約 24 ヵ年の朔望干潮位の年平均 

 

(3) 島根原子力発電所潮位観測記録と気象庁観測記録との比較について 

島根原子力発電所の潮位観測に用いている発電所構内（輪谷湾）と最寄りの

気象庁潮位観測地点「境」（敷地から東約 23km 地点）の潮位観測記録を比較し

た。 
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気象庁潮位観測地点「境」の位置を図 1.1－5 に示す。 

発電所構内（輪谷湾）と気象庁潮位観測地点「境」の記録を比較するため，

両地点の潮位月報から，朔望平均満潮位・干潮位の値を整理した。発電所構内

（輪谷湾）と気象庁潮位観測地点「境」の 2015 年 1 月から 2019 年 12 月までの

5 ヵ年の朔望満潮位・干潮位の推移を図 1.1－6 に，朔望平均満潮位・干潮位を

表 1.1－2 に示す。 

検討結果から，発電所構内（輪谷湾）と気象庁潮位観測地点「境」の波形に

は大きな差がなく，発電所構内（輪谷湾）と気象庁潮位観測地点「境」の朔望

平均満潮位の差が 5cm 程度，朔望平均干潮位の差が 4cm 程度であり，朔望満潮

位及び朔望干潮位には大きな差がないことを確認した。 

気象庁によって気象庁潮位観測地点「境」の観測基準面標高が，1997 年以降

に 4.4cm 見直されている（発電所構内（輪谷湾）の観測開始は 1995 年 9 月以降

であるため，期間の近い 1997 年以降を参照した。）。この観測基準面の標高の

見直しは，国土地理院による「2000 年度平均成果」等の反映によるものであり，

その見直し分 4.4cm は，発電所構内（輪谷湾）と気象庁潮位観測地点「境」の

朔望平均潮位の標準偏差に比較し小さく，また，朔望平均潮位の差とほぼ同程

度（発電所構内（輪谷湾）と気象庁潮位観測地点「境」の差が小さくなる傾向）

である。気象庁潮位観測地点「境」における基準面の履歴を表 1.1－3 に示す。 

なお，島根原子力発電所で観測している発電所構内（輪谷湾）の潮位は，発

電所の運用管理上，敷地・施設に対する相対的な関係の確認を目的としたもの

であり，地殻変動による沈降は，運用管理上問題となる不等沈下を伴うもので

はないことから，気象庁潮位観測地点「境」のような見直しは行っていない。 

 

図 1.1－5 気象庁潮位観測地点「境」の位置 
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朔望満潮位 

 

朔望干潮位 

図 1.1－6 5 ヵ年（2015 年 1 月～2019 年 12 月）の潮位比較  
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表 1.1－2 朔望平均潮位の比較 

 

 

表 1.1－3 気象庁潮位観測地点「境」における基準面の履歴＊ 

 

注記＊：気象庁ホームページで公開されている潮位観測地点「境」の「基準面の履歴」

に一部修正 
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1.2 遡上・浸水域の評価の考え方 

(1) 遡上・浸水域の評価の考え方 

遡上・浸水域の評価にあたっては，遡上解析を実施して，遡上波の回り込みを

含め敷地への遡上の可能性を検討する必要がある。 

遡上・浸水域の評価においては，遡上・浸水域が広めの評価（安全側の評価）

となるよう，以下のとおり，基準地震動Ｓｓ及び基準津波による影響の有無を検

討し，影響要因として設定したうえで，遡上解析を実施する。 

a. 基準地震動Ｓｓ及び基準津波による被害想定の考慮 

基準地震動Ｓｓ及び基準津波に伴う地形変化，標高変化による影響の有無

について以下のとおり検討を行った。これらの検討を行った後に，「1.2(6) 津

波評価条件」に結果を示す。 

(a) 敷地周辺斜面の崩壊に関する検討【1.2(2)】 

防波壁両端部の地山については，基準地震動Ｓｓ及び基準津波による斜

面崩壊の有無を検討し，斜面崩壊が想定される場合には，入力津波を設定す

る際の影響要因として設定する。 

防波壁両端部の地山以外の敷地周辺斜面については，基準地震動Ｓｓに

よる斜面崩壊を想定した場合の入力津波への影響の有無を検討し，入力津

波の設定に影響を与える場合には，影響要因として設定する。 

(b) 敷地の地盤変状に関する検討【1.2(3)】 

敷地の地盤変状については，基準地震動Ｓｓによる地盤変状を想定した

場合の入力津波への影響の有無を検討し，入力津波の設定に影響を与える

場合には，影響要因として設定する。 

(c) 防波堤損傷に関する検討【1.2(4)】 

防波堤の損傷については，基準地震動Ｓｓによる防波堤の損傷を想定し

た場合の入力津波への影響の有無を検討し，入力津波の設定に影響を与え

る場合には，影響要因として設定する。 

(d) 津波による洗堀に関する検討【1.2(5)】 

基準津波による遡上域の洗堀の有無を検討し，遡上域の洗堀が想定され

る場合には，入力津波を設定する際の影響要因として設定する。 

 

b. 遡上解析のモデルについて 

基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域の評価における遡上解析モデルに

ついて，計算領域は，対馬海峡付近から間宮海峡付近に至る東西方向約 1300km，

南北方向約 2100km を設定した。 

また，計算格子間隔については，敷地に近づくにしたがって最大 800m から

最小 6.25m まで徐々に細かい格子サイズを用い，津波の挙動が精度よく計算
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できるよう適切に設定した。敷地近傍及び敷地については，海底・海岸地形，

敷地の構造物等の規模や形状を考慮し，格子サイズ 6.25m でモデル化してい

る。 

(a) 敷地及び敷地周辺の地形及び標高 

敷地近傍及び敷地については，海域では一般財団法人日本水路協会（2008

～2011），深浅測量等による地形データを使用し，陸域では，国土地理院

（2013）等による地形データ等を用いた。また，取水路・放水路等の諸元及

び敷地標高については，発電所の竣工図等を用いた。 

(b) 伝播経路上の人工構造物 

既設の構造物については，発電所の竣工図等で調査し，将来設置される計

画がある人工構造物については，計画図等により調査した。 

竣工図等による調査において確認した人工構造物は，現場のウォークダ

ウンにより竣工図と相違ないことを確認した。また，竣工図等に反映されて

いない人工構造物は，遡上解析に影響する変更がないことを確認した。 

(c) 遡上解析における解析モデルの作成 

上記(b)において実施した調査結果を踏まえ，遡上解析に影響を及ぼす人

工構造物を考慮し，遡上・伝播経路の状態に応じてモデルを作成した。 

図 1.2－1 に遡上解析モデルにおける計算格子分割を示す。 
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図 1.2－1 遡上解析モデルにおける水深と計算格子分割 
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(2) 敷地周辺斜面の崩壊に関する検討 

検討にあたっては，防波壁（東端部）及び防波壁（西端部）は双方とも地山斜

面（岩盤）に擦り付き，これらの地山が津波の敷地への地上部からの到達に対し

て障壁となっていることから，地山の耐震，耐津波設計上の位置付けも整理した

うえで，基準地震動及び基準津波に対する健全性の確保について確認する。 

a. 津波遡上高の分布を踏まえた津波防護上の地山範囲の特定について 

敷地は EL 15.0m の防波壁に取り囲まれており，その両端部は地山に擦り付

き，その地山は津波防護上の障壁となっている（図 1.2－2）。 

津波防護上の地山範囲は，設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包す

る建物が敷地 EL 8.5m 盤にあることを踏まえ，水位上昇側の基準津波の中で，

防波壁（東端部）付近及び防波壁（西端部）付近において水位 EL 8.5m 以上が

広範囲に分布する基準津波１（防波堤有り及び無し）の最大水位上昇量分布を

基に検討する。水位上昇側の基準津波である基準津波１（防波堤有り及び無

し），基準津波２（防波堤有り）及び基準津波５（防波堤無し）の最大水位上

昇量分布図を図 1.2－3 に示す。 

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建物が敷地 EL 8.5m 盤に

あることを踏まえ，防波壁（東端部）及び防波壁（西端部）における敷地への

遡上の可能性のある水位 EL 8.5m 以上の最大水位上昇量分布を図 1.2－4 に示

す。基準津波１（防波堤有り及び無し）の最大水位上昇量分布を踏まえ，津波

防護上の地山範囲を図 1.2－5 に示すとおり特定した。 

津波防護上の地山範囲における地形断面図を図 1.2－6 に示す。 

防波壁（東端部）の地山は，南東側の標高が高く，幅が広くなっている。Ａ

－Ａ’断面（高さ：26m，幅：63m）は，Ｂ－Ｂ’断面（高さ：44m，幅：145m）

及びＣ－Ｃ’断面（高さ：69m，幅：396m）と比較して標高が低く，幅が狭い

ことから，津波防護の観点で最も厳しい断面と考え，津波防護を担保する地山

斜面の検討対象はＡ－Ａ’断面付近の範囲とする。津波防護を担保する地山斜

面の検討対象（Ａ－Ａ’断面付近）は，防波壁等に影響するおそれのある周辺

斜面（赤枠）におおむね対応する。 

防波壁（西端部）の地山は，幅が広く，南西側の標高が高い。Ｄ－Ｄ’断面

（高さ：27m，幅：139m）は，Ｅ－Ｅ’断面（高さ：56m，幅：208m）及びＦ－

Ｆ’断面（高さ：77m，幅：185m）と比較して標高が低く，幅が狭いことから，

津波防護の観点で最も厳しい断面と考え，津波防護を担保する地山斜面の検

討対象はＤ－Ｄ’断面付近の範囲とする。津波防護を担保する地山斜面の検討

対象（Ｄ－Ｄ’断面付近）は，防波壁等に影響するおそれのある斜面（赤枠）

におおむね対応する。Ｄ－Ｄ’断面の西方の岬部分は，津波の敷地への到達に

対して直接的な障壁となっていないことから，津波防護を担保する地山斜面
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の検討対象外とし，岬の東側付根の入り江以東を検討対象とする。なお，この

断面は，表層の一部を厚さ約 2m 撤去する方針を示しているため，撤去する範

囲を考慮し，以降の検討を実施する。 

 

 

図 1.2－2 地山位置図 
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図 1.2－3(1) 最大水位上昇量分布図（基準津波１：防波堤有り） 

 

 

図 1.2－3(2) 最大水位上昇量分布図（基準津波１：防波堤無し） 

 

 

図 1.2－3(3) 最大水位上昇量分布図（基準津波２：防波堤有り） 
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図 1.2－3(4) 最大水位上昇量分布図（基準津波５：防波堤無し） 
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図 1.2－4(1) 最大水位上昇量分布図（基準津波１：防波堤有り） 

（EL 8.5m 以上表示） 

 

図 1.2－4(2) 最大水位上昇量分布図（基準津波１：防波堤無し） 

（EL 8.5m 以上表示） 

 

図 1.2－4(3) 最大水位上昇量分布図（基準津波２：防波堤有り） 

（EL 8.5m 以上表示）  
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図 1.2－4(4) 最大水位上昇量分布図（基準津波５：防波堤無し） 

（EL 8.5m 以上表示） 

 

 

注記＊：朔望平均満潮位+0.58m，潮位のばらつき 0.14m を併せて+0.72m を考慮 

図 1.2－5(1) 防波壁（東端部）の地山：基準津波１ 

（左 防波堤有り，右 防波堤無し） 
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注記＊：朔望平均満潮位+0.58m，潮位のばらつき 0.14m を併せて+0.72m を考慮 

図 1.2－5(2) 防波壁（西端部）の地山：基準津波１ 

（左 防波堤有り，右 防波堤無し） 
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図 1.2－6(1) 防波壁（東端部）の地形断面図 
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注記＊：地形形状は，礫質土・粘性土を切り取る前の形状 

図 1.2－6(2) 防波壁（西端部）の地形断面図 

 

b. 地山の地質構造，防波壁擦り付け部の構造・仕様 

津波防護上の地山の地質構造について述べるとともに，防波壁端部の擦り

付け部の構造及び防波壁の仕様について，以下に示す。 

(a) 敷地内の地質・地質構造 

島根原子力発電所の敷地内の地質図を図 1.2－7 に示す。敷地内の地質は，

新第三紀中新世の堆積岩類からなる成相寺層と貫入岩類及びそれらを覆う

第四系の崖錐堆積物等から構成される。敷地に分布する成相寺層は，下位よ

り下部頁岩部層，火砕岩部層，上部頁岩部層の 3 つの部層に区分される。 

＊
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防波壁（東端部）の地山においては，主として凝灰岩，凝灰角礫岩よりな

る「火砕岩部層」及び黒色頁岩よりなる「上部頁岩部層」が分布し，安山岩

の貫入が認められる。防波壁（西端部）の地山においては，「火砕岩部層」

が分布する。 

 

図 1.2－7 島根原子力発電所敷地内地質図 

 

(b) 防波壁端部の擦り付け部の構造及び防波壁の仕様 

防波壁（東端部）及び防波壁（西端部）の擦り付け部の構造図及び状況写

真を図 1.2－8～図 1.2－13 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）東端部（ａ－ａ断面）については，地震及び津波

による沈下やずれを生じさせないため，岩盤を露出させ，H 鋼（H-350×350

×12×19）を 1m 間隔で打設し，重力擁壁を堅硬な地山に直接設置する設計

とした。 
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波返重力擁壁（岩盤部）延長約670m

波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約480m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約60m

輪 谷 湾

Ｎ

波返重力擁壁（岩盤部）延長約670m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約480m
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（改良地盤部）
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輪 谷 湾

Ｎ

a a Ｎ

また，防波壁の前面及び背面において，露出した岩盤を保護する目的でコ

ンクリートで被覆した。 

防波壁（波返重力擁壁）西端部（ｂ－ｂ断面）については，東端部同様，

地震及び津波による沈下やずれを生じさせないため，岩盤を露出させ，H 鋼

（H-350×350×12×19）を 1m 間隔で打設し，重力擁壁を堅硬な地山に直接

設置する設計とした。また，防波壁の前面及び背面において，露出した岩盤

を保護する目的でコンクリートで被覆した。 

 

 

図 1.2－8 防波壁（波返重力擁壁）東端部（ａ－ａ断面） 断面図 

 

 

図 1.2－9 防波壁東端部 状況写真 
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図 1.2－10 防波壁東端部 岩盤露出状況 

 

 

図 1.2－11 防波壁（波返重力擁壁）西端部（ｂ－ｂ断面） 断面図 
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波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約480m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約60m

輪 谷 湾

Ｎ

波返重力擁壁（岩盤部）延長約670m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約480m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約60m

輪 谷 湾

Ｎ
Ｎ
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図 1.2－12 防波壁西端部 状況写真 

 

 

図 1.2－13 防波壁西端部 岩盤露出状況 

 

c. 地山の耐震，耐津波設計上の位置付け 

防波壁両端部の地山について，耐震，耐津波設計上の位置付けを表 1.2－1

に整理した。これを踏まえ，以下の検討を行う。 

・ 検討 1：津波防護施設と同等の機能を有する斜面において，基準地震動

Ｓｓによる地山のすべり安定性評価を行い，基準地震動に対する健全性

を確保していることを説明する。 

・ 検討 2：津波防護施設同等の機能を有する斜面において，波力による侵

食及び洗掘に対する抵抗性の確認及び基準津波による地山の安定性評

価を行い，基準津波に対する健全性を確保していることを説明する。 
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このほかに，当該地山については，防波壁の支持地盤としての地山及び防波

壁の周辺斜面としての役割もあるため，耐震，耐津波設計上の位置付けを整理

した。 

 

表 1.2－1 防波壁両端部の地山の耐震，耐津波設計上の位置付け 

 

 

d. 基準地震動に対する健全性確保 

周辺斜面については，基準地震動Ｓｓに対して斜面の崩壊のおそれがない

ことを確認している。 

e. 基準津波に対する健全性確保 

検討 2 の基準津波に対する健全性確保として，波力による侵食及び洗掘に

対する抵抗性の確認及び基準津波による地山の安定性評価を行った。 

(a) 波力による侵食及び洗掘に対する抵抗性の確認 

津波防護上の地山は，図 1.2－14 及び図 1.2－15 に示すとおり岩盤から

構成され一部はコンクリートに覆われていることから，波力による侵食及

び洗掘による地形変化は生じない。 

 

図 1.2－14 防波壁（東端部）地山状況 
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図 1.2－15 防波壁（西端部）地山状況 

 

(b) 基準津波に対する地山の安定性評価 

基準津波に対する地山の安定性評価は，地山を津波防護施設と考え，直立

の構造物に作用する力を保守的に津波波力として設定し，地山のせん断抵

抗力と比較することで，基準津波に対する健全性を確認する。 

津波波力を算出するにあたり，防波壁（東端部）は擦り付け部で水位が最

大となる基準津波１（防波堤無し），防波壁（西端部）は擦り付け部で水位

が最大となる基準津波１（防波堤有り）を対象とする。 

防波壁擦り付け部付近の地山における津波高さは，防波壁（東端部）につ

いては図 1.2－16(1)右に示す EL 12.0m，防波壁（西端部）については図 1.2

－16(1)左に示す EL 10.7m と設定した。 

地山のせん断面は，防波壁の擦り付け部から断面長さが最小となる位置

を設定した。防波壁（東端部）については図 1.2－16(1)右に示す地山の EL 

8.5m 位置における最小幅である約 95m，防波壁（西端部）については図 1.2

－16(1)左に示す地山の EL 8.5m 位置における最小幅である約 80m と設定し

た。 

 

 

 

図 1.2－16(1) 津波高さ及び地山のせん断面検討位置  



 

1.2-19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－16(2) 津波高さ及び地山のせん断面検討位置(岩級図) 
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基準津波の波力は，「防波堤の耐津波設計ガイドライン（平成 27 年 12 月

一部改訂）」に示される谷本式に基づき，波力を算定する。 

谷本式は式 2－1，式 2－2 と示される。ここでは，地山に作用する波力を

等変分布荷重とし，これを式 2－3 と表す。 

η*=3.0ａＩ 式 2－1 

P1 =2.2ρ0gaＩ 式 2－2 

P =P1×η*×(1/2) 式 2－3 

ここで， 

η* ：静水面上の波圧作用高さ 

aＩ ：入射津波の静水面上の高さ（振幅）  

ρ0g ：海水の単位体積重量（10.1kN/m3） 

P1 ：静水面における波圧強度 

P ：地山に作用する波力 

 

図 1.2－17 地山に作用する波力等の分布図 

 

基準津波による波力の計算を以下に示す。計算に用いた津波高さを表

1.2－2 に示す。 

 防波壁 

η*=3.0aＩ＝3.0×6.5m=19.5m 

P1 =2.2ρ0gaＩ＝2.2×10.1kN/m3×6.5m=144.43kN/m2≒145kN/m2 

P =P1×η*×(1/2)=145kN/m2×19.5m×(1/2)=1,501.5kN/m ≒1,502kN/m 

 

地山のせん断強度は，防波壁端部の地山の大部分を構成するＣＨ級岩盤を

対象にブロックせん断試験より求めた値（地山のせん断強度：1,140kN/m2）

を設定した。（図 1.2－16(2)岩級図参照） 

地山のせん断抵抗力は下記計算で算出される。 

 防波壁（東端部）の地山のせん断抵抗力 

1,140kN/m2（地山のせん断強度）×95m（地山の最小幅）=108,300kN/m 
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 防波壁（西端部）の地山のせん断抵抗力 

1,140kN/m2（地山のせん断強度）×80m（地山の最小幅）=91,200kN/m 

算出した結果を表 1.2－2 に示す。地山に作用する波力は，防波壁で

1,502kN/m となった。また，地山のせん断抵抗力は防波壁（東端部）で

108,300kN/m，防波壁（西端部）で 91,200kN/m となり，地山のせん断抵抗力

は波力と比較して十分に大きいため（図 1.2－18），基準津波に対する健全

性を確認した。 

 

表 1.2－2 防波壁擦り付け部付近の地山に作用する波力及び地山のせん断抵抗力 

 

注記＊：防波壁擦り付け部付近の地山における最高水位 12.0m に，参照する裕度

0.64m を考慮し，安全側に設定 

 

 

図 1.2－18 波力と地山のせん断抵抗力の比較計算に関するイメージ 

 

f. まとめ 

防波壁両端部の津波防護上の障壁となっている地山に対して，基準地震動

及び基準津波に対する健全性を確保していることを確認した。 

以上のことから，防波壁両端部の地山斜面の崩壊は，入力津波を設定する際

の影響要因として設定しない。 

g. 敷地周辺斜面の崩壊に関する検討 

防波壁両端部の地山以外に，入力津波の設定に影響する地形変化を生じさ

せる敷地周辺斜面として，地滑り地形が判読されている地山の斜面崩壊につ

いても検討する。 
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検討にあたっては，地滑り土塊が海側に突入する可能性が考えられる「敷地

北西方の地滑り地形（Ls23）」，「⑤北西の地滑り地形（Ls24）」，「地滑り

地形⑤（Ls25）」の斜面を対象にする。（図 1.2－19，図 1.2－20 参照） 

敷地周辺の地形のうち，地滑り Ls23，Ls24 及び Ls25 の地滑り地形の概略の

土塊量を表 1.2－3 に示す。 

地滑りの土塊量は Ls25 の地滑りが大きいことから，Ls25 の地滑りを対象に

検討する。検討にあたっては，Ls25 の近くに Ls24 が位置することから，これ

らの地滑りが同時崩壊することを仮定し，安全側に Ls24＋Ls25 の地滑りが崩

壊した後の地形を対象に津波評価を実施する。 

地滑りが崩壊した後の地形については，津波評価の陸上地滑りの検討で実

施した二層流モデルを用いて決定する。 

地滑り発生前後の地形断面図を図 1.2－21 に示す。 

検討ケースの評価水位を表 1.2－4 に，検討ケースの最大水位上昇量分布図

又は最大水位下降量分布図を図 1.2－22 に示す。 

津波解析の結果，斜面崩壊させた場合，水位上昇側の施設護岸又は防波壁の

水位は，どのケースについても基本ケースと同じもしくは基本ケースの方が

大きい。一方，水位下降側の２号機取水口の水位については，一部，基準津波

３で斜面崩壊有りの方が水位が低下しているが，この差は僅か(-0.03m)であ

り，大半は，基本ケースの方が斜面崩壊有りのケースに対して水位が低下して

いる。 

以上より，地震による地形変化（斜面崩壊）は入力津波を設定する際の影響

要因として考慮しない。  
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図 1.2－19 敷地周辺地滑り位置図 

 

図 1.2－20 敷地周辺地滑り拡大図 
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表 1.2－3 敷地周辺地滑りの規模の比較 

 

         

 

 

図 1.2－21 Ls24・Ls25 の断面図  
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表 1.2－4 斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による水位比較 

 
注記＊1：朔望平均満潮位+0.58m，潮位のばらつき 0.14m を併せて+0.72m を考慮 

＊2：朔望平均干潮位-0.02m，潮位のばらつき 0.17m を併せて-0.19m を考慮 

 

 

図 1.2－22(1) 斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による最大水位上昇量分布の比較 

（基準津波１（防波堤有り）及び基準津波１（防波堤無し）） 
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図 1.2－22(2) 斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による最大水位上昇量分布の比較 

（基準津波２（防波堤有り）及び基準津波５（防波堤無し）） 

 

図 1.2－22(3) 斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波１（防波堤有り）及び基準津波１（防波堤無し）） 
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図 1.2－22(4) 斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波３（防波堤有り）及び基準津波６（防波堤無し）） 

 

 

図 1.2－22(5) 斜面崩壊（Ls24+Ls25）の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波４（防波堤有り）及び基準津波４（防波堤無し）） 
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(3) 敷地の地盤変状に関する検討 

防波壁は，堅固な岩盤（一部，改良地盤）に支持されていることから，地震に

伴う沈下は発生しない。一方，防波壁前面に存在する埋戻土及び砂礫層は，地震

時の液状化による沈下及び揺すり込みによる沈下が発生する可能性があるため，

防波壁前面の沈下量算定の対象層とする。 

埋戻土及び砂礫層の土質区分を図 1.2－23 に示す。埋戻土は，粒径 10mm 以上

の礫が主体であるが，粒径 2mm 未満の砂も含む土層である。砂礫層は，50%粒径

が 10mm 以下，かつ 10%粒径が 1mm 以下であり，細粒分含有率が 35%以下の土層

である。 

また，護岸に使用している埋戻土（粘性土）については液状化評価対象層では

ないが，入力津波の設定における影響要因の検討の際には安全側に沈下量算定

の対象層とする。 

津波解析にあたっては，沈下量を算定し，地形モデルに反映する。なお，沈下

量は，液状化及び揺すり込みに伴う沈下並びに液状化に伴う側方流動による沈

下に分けて算出し，これらを合わせて設定する。 

 

図 1.2－23 埋戻土及び砂礫層の土質区分 

 

a. 液状化及び揺すり込みに伴う沈下 

(a) 検討概要 

敷地の地質は，新第三紀中新世の堆積岩類からなる成相寺層及び貫入岩

類，並びにそれらを覆う被覆層から構成される。成相寺層は海成層で，下位

より下部頁岩部層，火砕岩部層及び上部頁岩部層に区分される。被覆層は，

＊ ＊
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崖錐・海底堆積物及び盛土からなる。崖錐・海底堆積物は主に礫混じり砂質

土及び礫混じり粘性土からなる。敷地の被覆層である盛土は，埋戻土と埋戻

土（粘性土）に分類している。敷地の被覆層である崖錐・海底堆積物は，砂

礫層として分類している。 

液状化及び揺すり込みに伴う沈下量は，図 1.2－24 に示す流れに従って，

地質断面図により算定した。相対密度は，図 1.2－25 のとおり，港湾基準に

基づき，マイヤホフにより提案された N 値と相対密度の関係式を用いて算

出する。 

 

 

図 1.2－24 液状化及び揺すり込みに伴う沈下量の算定フロー 

 

図 1.2－25 マイヤホフにより提案された N 値と相対密度の関係式 

 

(b) 評価対象層の選定及び相対密度の設定 

沈下量算定の対象層としては，埋戻土，埋戻土（粘性土）及び砂礫層を選

定した。なお，埋戻土（粘性土）は，粘性土のため液状化しないが，安全側

に埋戻土に置き換えて沈下量を算出する。砂礫層は，粒径加積曲線が埋戻土

と同様な傾向を示すことから，埋戻土に置き換えて沈下量を算出する。埋戻

土，埋戻土（粘性土）及び砂礫層の分布を図 1.2－26 に示す。沈下率は，

Ishihara et al.（1992）の地盤の相対密度に応じた最大せん断ひずみと体

積ひずみ（沈下率）の関係から設定した。相対密度は，図 1.2－27 に示す位

置において調査を実施し，図 1.2－28 に示すとおり平均で 71.3%となり，ば

らつきを考慮すると 54.1%となる。 
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Ishihara et al.（1992）の関係については，細粒分及び粗粒分が少なく

粒径が比較的揃った液状化し易いきれいな砂による沈下率を示しており，

埋戻土と比較すると沈下率が大きくなると判断できるため，埋戻土の沈下

率を Ishihara et al.（1992）の関係より算定することにより保守的な評価

を実施する。 

沈下率は図 1.2－29 に示すとおり，安全側に地震時の最大せん断ひずみ

を考慮せず，相対密度の平均値 71.3%をもとに 2.5%となるが，ばらつきを考

慮し算出した相対密度 54.1%をもとに，安全側に 3.5%と評価する。 

 

 

図 1.2－26(1) 埋戻土分布図 



 

1.2-31 

 

図 1.2－26(2) 埋戻土（粘性土）分布図 

 

 

図 1.2－26(3) 砂礫層分布図 
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図 1.2－27 相対密度の調査位置
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図 1.2－28 埋戻土の相対密度 

 

 

図 1.2－29 Ishihara et al.（1992）の地盤の最大せん断ひずみと体積ひずみの関係

から設定した沈下率  
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(c) 沈下量 

防波壁前面の沈下量は，防波壁前面に沈下量算定の対象層が存在する３

号機東側エリア及び１，２号機北側エリアの地質断面図に基づき算定した。

沈下量算定の対象層である埋戻土，埋戻土（粘性土）及び砂礫層の分布図に

基づき設定した防波壁前面における沈下考慮範囲を図 1.2－30 に，沈下量

算定の対象層が防波壁前面に分布する３号機東側エリア及び１，２号機北

側エリアの地質断面図を図 1.2－31 に示す。 

図 1.2－31 に示すとおり，３号機東側エリアには，沈下量算定の対象層で

ある埋戻土が EL 8.5m から EL-9.6m に存在する。１，２号機北側エリアに

は，沈下量算定の対象層が EL 8.5m から EL-14.1m に存在する。なお，１，

２号機北側エリアの防波壁前面の砂礫層地盤改良範囲を考慮した液状化層

厚は，地盤改良部において 17.1m，施設護岸部において 14.4m となる。 

１，２号機北側エリアの断面図を図 1.2－32 に示す。１，２号機北側エリ

アに存在する砂礫層は地盤改良（①地盤改良部）されているが，防波壁前面

において一部地盤改良されていない範囲（②施設護岸部）があるため，沈下

量を算定する層厚を算定した。その結果，１，２号機北側エリアにおける防

波壁前面の沈下量を算定する層厚は地盤改良部において 17.1m，施設護岸部

において 14.4m となり，３号機東側エリアにおける層厚 18.1m を上回らな

いことを確認した。 

以上より，層厚が最大となるよう EL 8.5m から EL-9.6m を考慮し，沈下量

を算定するための層厚は 18.1m とした。 

沈下量は，上記層厚及び Ishihara et al.（1992）の関係を用いて相対密

度の平均値にばらつきを考慮して安全側に設定した沈下率 3.5%より 0.65m

＊を安全側に考慮する。 

注記＊：層厚 18.1m×沈下率 3.5%≒沈下量 0.65m 
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図 1.2－30 防波壁前面における沈下考慮範囲（平面図） 

 

 

図 1.2－31(1) 地質断面図（３号機東側エリア） 
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図 1.2－31(2) 地質断面図（１，２号機北側エリア） 

 

図 1.2－32 断面図（１，２号機北側エリア） 
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b. 液状化に伴う側方流動による沈下 

(a) 評価方針 

地震時の地盤の液状化に伴う側方流動が想定されることから，二次元有

効応力解析（解析コード「FLIP Ver.7.1.9」）により側方流動による沈下量

を算定する。評価を行う解析断面は，図 1.2－33 に示す３号機東側エリア及

び１，２号機北側エリアそれぞれにおいて，沈下量算定の対象層である埋戻

土，埋戻土（粘性土）及び砂礫層の分布図に基づき設定した防波壁前面にお

ける沈下考慮範囲が比較的広い断面を対象として，有効応力解析を実施す

る。 

 

 

図 1.2－33 解析断面位置図 

 

(b) 解析条件 

３号機東側断面及び１，２号機北側断面の解析モデル図を図 1.2－34 に

示す。地盤は，地質区分に基づき平面ひずみ要素でモデル化し，防波壁は，

線形はり要素でモデル化した。 

地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い，３号機

東側断面については防波壁より陸側：EL 8.5m，防波壁より海側：EL 0.58m，

１，２号機北側断面においては防波壁より陸側：EL 5.5m，防波壁より海側：

EL 0.58m と設定している。 

３号機東側エリア
解析断面

１，２号機北側エリア
解析断面



 

1.2-38 

入力地震動は，表 1.2－5 に示す基準地震動Ｓｓ全波及びこれらに位相反

転を考慮した地震動を加えた全 12 波とする。基準地震動を，一次元波動論

によって解析モデル下端位置で評価した波形を用いた。 

液状化の評価対象として取り扱う埋戻土及び砂礫層の有効応力解析に用

いる液状化パラメータは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて

設定している物性値を用いる。 

 

 

図 1.2－34(1) 解析モデル図（３号機東側断面） 

 

 

図 1.2－34(2) 解析モデル図（１，２号機北側断面）  
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表 1.2－5 基準地震動の加速度時刻歴波形 

 

 

 

  

注：表中のグラフは各基準地震動の加速度時刻歴波形［縦軸：加速度，横軸：時間（s）］
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(c) 評価結果 

３号機東側断面における基準地震動（12 波）による地表面鉛直残留変形

量の一覧を表 1.2－6 に，最大ケースである基準地震動Ｓｓ－Ｄ（＋，－）

による３号機東側の残留変形量を図 1.2－35 に示す。なお，残留変形量（鉛

直，水平）評価範囲は，防波壁（逆 T 擁壁）の改良地盤前面の埋戻土から，

護岸端部までとした。 

EL 8.5m 盤の改良地盤近傍において最大 0.30m の沈下が生じているが，そ

の範囲は局所的で海岸線から離れている。一方，EL 6.0m 盤から EL 8.5m 盤

の埋戻土の各節点における沈下量を節点数で割った平均沈下量の最大値は

0.01m である。 

なお，解析条件については，設置変更許可段階からの変更点等をまとめ，

参考資料 3 に示す。 

 

表 1.2－6 基準地震動による地表面鉛直残留変形量(３号機東側断面) 

地震動 
地表面鉛直残留変形量(m)＊ 

平均 最大 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 0.00 -0.25 

（－＋） 0.00 -0.27 

（＋－） -0.01 -0.30 

（－－） -0.01 -0.29 

Ｓｓ－Ｆ１（ＥＷ） （＋＋） -0.01 -0.18 

Ｓｓ－Ｆ２（ＥＷ） （＋＋） -0.01 -0.20 

Ｓｓ－Ｎ１ 
（＋＋） -0.01 -0.21 

（－＋） -0.01 -0.21 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
（＋＋） -0.01 -0.17 

（－＋） -0.01 -0.21 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
（＋＋） -0.01 -0.20 

（－＋） -0.01 -0.22 

注記＊：プラス側が上昇，マイナス側が下降を示す。 
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図 1.2－35 基準地震動のＳｓ-Ｄ（＋，－）による地表面残留変形量（３号機東側断

面） 
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１，２号機北側断面における基準地震動（12 波）による地表面鉛直残留

変形量の一覧を表 1.2－7 に，最大ケースである基準地震動Ｓｓ-Ｄ（＋，

－）による１，２号機東側の残留変形量を図 1.2－36 に示す。なお，残留変

形量（鉛直，水平）評価範囲は，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）前面の埋戻土

から，護岸端部までとした。 

防波壁から海側では，防波壁前面の EL 8.5m 盤において局所的に最大 11m

程度の沈下が生じている。 

 

１，２号機北側断面では防波壁（多重鋼管杭式擁壁）付近において局所的

に大きな変位が生じている。この要因としては，１，２号機北側断面では剛

性差が大きい埋戻土と防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が接しており，防波壁（多

重鋼管杭式擁壁）付近における埋戻土のひずみが大きくなり，せん断弾性係

数が低下したことで局所的に大きな変位が生じたものと考えられる。 

 

表 1.2－7 基準地震動による地表面鉛直残留変形量(１，２号機北側断面) 

地震動 
地表面鉛直残留変形量(m)＊ 

平均 最大 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） -1.84 -8.69 

（－＋） -1.76 -8.74 

（＋－） -2.10 -10.77 

（－－） -1.90 -8.72 

Ｓｓ－Ｆ１（ＥＷ） （＋＋） -0.19 -0.97 

Ｓｓ－Ｆ２（ＥＷ） （＋＋） -0.21 -0.55 

Ｓｓ－Ｎ１ 
（＋＋） -0.36 -1.03 

（－＋） -0.30 -0.74 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
（＋＋） -0.57 -3.34 

（－＋） -0.31 -2.04 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
（＋＋） -0.53 -2.63 

（－＋） -0.55 -3.16 

注記＊：プラス側が上昇，マイナス側が下降を示す。 
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図 1.2－36 基準地震動のＳｓ-Ｄ（＋，－）による地表面残留変形量 

（１,２号機北側断面） 
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c. 津波解析における沈下量の設定 

津波解析における沈下は，沈下考慮範囲を対象とする（図 1.2－37）。また，

荷揚場は一部岩着し，沈下しない範囲もあるが，本検討では，安全側に荷揚場

全体が沈下する前提で検討を行い，護岸のパラペットについてもモデル化を

行わないこととする。なお，防波壁周辺については，地盤改良を実施している

ことから，沈下しないこととする。 

液状化及び揺すり込みに伴う沈下量は，a.に示すとおり３号機東側エリア

の埋戻土の層厚（18.1m）及び沈下率（3.5%）から求まる 0.65m を採用し，沈

下考慮範囲が比較的広い同エリアにおける側方流動による平均沈下量の最大

値の 0.01m を加え，整数に切り上げた 1m を沈下考慮範囲における沈下量とし

て一律に設定し，津波解析を実施する。 

また，１，２号機北側エリアについては，側方流動により局所的に 10m を超

える大きな沈下が確認されたこと及び施設護岸等の有無が津波解析に影響を

与える可能性があることから，上記の沈下量 1m の設定に加え，保守的に防波

壁前面の施設護岸等がない場合を想定し，同エリアが海底面と同じ高さまで

沈下した場合についても津波解析を実施する。 

津波解析における沈下量の設定の一覧を表 1.2－8 に示す。 

 

  

図 1.2－37 津波評価において沈下を考慮する範囲 

 

表 1.2－8 津波解析における沈下量の設定 

ケース ３号機東側エリア １，２号北エリア 

(a) 1m 沈下 1m 沈下 

(b) 1m 沈下 海底面まで沈下 
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d. 地盤変状を考慮した津波解析 

(a) 沈下量を一律 1m とした場合の解析結果 

a.～c.を踏まえ，沈下量を沈下考慮範囲で一律 1m と設定し，津波解析を

実施した。 

基準津波１～６のケースを対象に基本ケース及び 1m 沈下させたケースを

比較し，その差異を表 1.2－9 に示す。また，最大水位上昇量分布及び最大

水位下降量分布を図 1.2－38 に示す。 

津波解析の結果，1m 沈下させた場合，水位上昇側の施設護岸又は防波壁

の水位は，どのケースについても基本ケースと同じもしくは基本ケースの

方が大きい。また，水位下降側の２号機取水口の水位については全ケースで

同じ水位となった。 
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表 1.2－9 基本ケースと地盤変状（1m 沈下）を考慮したケースの水位比較 

 

 

 

 

図 1.2－38(1) 地盤変状の有無による最大水位上昇量分布の比較 

（基準津波１（防波堤有り）及び基準津波１（防波堤無し）） 
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図 1.2－38(2) 地盤変状の有無による最大水位上昇量分布の比較 

（基準津波２（防波堤有り）及び基準津波５（防波堤無し）） 

 

 

図 1.2－38(3) 地盤変状の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波１（防波堤有り）及び基準津波１（防波堤無し）） 



 

1.2-48 

 

図 1.2－38(4) 地盤変状の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波３（防波堤有り）及び基準津波６（防波堤無し）） 

 

 

図 1.2－38(5) 地盤変状の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波４（防波堤有り）及び基準津波４（防波堤無し）） 
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(b) １，２号機北側エリアを海底面まで沈下させた津波解析 

１，２号機北側エリアは海底面まで沈下すると仮定して沈下量を設定し，

３号機東側エリアは沈下量を 1m とした場合の津波解析を実施した。防波壁

前面を海底面まで沈下させた場合の断面図のイメージを図 1.2－39 に示す。 

基準津波１～６のケースを対象に基本ケース及び海底面まで沈下させた

ケースを比較し，その差異を表 1.2－10 に示す。また，最大水位上昇量分布

及び最大水位下降量分布を図 1.2－40 に示す。 

津波解析の結果，海底面まで沈下させた場合，水位上昇側の施設護岸又は

防波壁の水位は，基準津波２でのみ沈下ありのケースが基本ケースを上回

っているが，この差（0.16m）は小さく，その最高水位は基準津波１及び基

準津波５よりも低い。また，水位下降側の２号機取水口の水位については，

どのケースについても基本ケースと同じもしくは基本ケースの方が低い。 

 

 

 

図 1.2－39 防波壁前面を海底面まで沈下させた場合の断面図のイメージ図 
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表 1.2－10 基本ケースと地盤変状（海底面まで沈下）を考慮したケースの水位比較 

 

 

 

 

図 1.2－40(1) 地盤変状の有無による最大水位上昇量分布の比較 

（基準津波１（防波堤有り）及び基準津波１（防波堤無し）） 

 

 

  

【水位上昇側】施設護岸又は防波壁＊1 【水位下降側】２号機取水口（東）＊2

基本ケース
(沈下無し)(A)

沈下有り（海
底面まで）(B)

差異（B-A）
基本ケース

(沈下無し)(A)
沈下有り（海
底面まで）(B)

差異（B-A）

基準津波１（防波堤有り）
+10.7m

(+10.67m)
+10.2m

(+10.15m)
-0.6m

(-0.52m)
-5.2m

(-5.13m)
-5.1m

(-5.02m)
+0.2m

(+0.11m)

基準津波１（防波堤無し）
+11.9m

(+11.85m)
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(+11.44m)
-0.5m

(-0.41m)
-6.1m
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-6.0m

(-5.96m)
+0.1m
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基準津波２（防波堤有り）
+9.0m

(+8.93m)
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(0.00m)
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-0.1m

(-0.02m)

基準津波６（防波堤無し）
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+0.1m

(+0.03m)
注記＊1：朔望平均満潮位+0.58m，潮位のばらつき0.14mを併せて+0.72mを考慮

＊2：朔望平均干潮位-0.02m，潮位のばらつき0.17mを併せて-0.19mを考慮

最高地点(+9.95m)

最高地点(+11.13m)
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11.13m＋0.72m＊＝11.85≒11.9m
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図 1.2－40(2) 地盤変状の有無による最大水位上昇量分布の比較 

（基準津波２（防波堤有り）及び基準津波５（防波堤無し）） 

 

 

図 1.2－40(3) 地盤変状の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波１（防波堤有り）及び基準津波１（防波堤無し）） 
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図 1.2－40(4) 地盤変状の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波３（防波堤有り）及び基準津波６（防波堤無し）） 

 

 

図 1.2－40(5) 地盤変状の有無による最大水位下降量分布の比較 

（基準津波４（防波堤有り）及び基準津波４（防波堤無し）） 
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２号取水口（東）(-3.67m)
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e. まとめ 

基準地震動Ｓｓによる地盤変状として，防波壁前面が一律で 1m 沈下する場

合と１，２号機北側エリアが海底面まで沈下する場合について津波解析を実

施し，評価地点における最高水位，最低水位ともに防波壁前面が一律で 1m 沈

下する場合の方が大きくなることを確認した。また，これらの場合においても

入力津波の設定に影響がないことを確認した。 

以上より，地震による地形変化（地盤変状）は，入力津波を設定する際の影

響要因として考慮しない。 
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(4) 防波堤損傷に関する検討 

島根原子力発電所では，輪谷湾に防波堤及び東防波堤を設置しており，これら

防波堤は，敷地周辺の地震により損傷する可能性は否定できないことから，防波

堤の状態による入力津波への影響の有無を検討する。検討にあたっては，津波高

さと津波高さ以外に区分して，実施する。 

a. 検討結果 

(a) 津波高さ 

基準津波策定の際に，防波堤の有無により津波高さに有意な差を与える

ことを確認した。（表 1.2－11，図 1.2－41） 

(b) 津波高さ以外（流況等） 

発電所沖合については，防波堤の有無により流況の変化が認められない。

（図 1.2－42）また，港湾内及び港湾外については，防波堤の有無により流

況の変化が認められる。（図 1.2－43） 

 

表 1.2－11 防波堤の有無による最大水位上昇量の比較 

 

 

 

図 1.2－41 防波堤の有無による最大水位上昇量分布の比較 
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図 1.2－42 発電所沖合の流況 

 

 

図 1.2－43 港湾内及び港湾外の流況 

 

(5) 津波による洗掘に関する検討 

遡上域となる荷揚場はアスファルト又はコンクリートで地表面を舗装されて

いる。文献＊によるとアスファルト部で 8m/s の流速に対して洗掘の耐性がある

とされている。遡上域の範囲（最大浸水深分布）を評価するため，地震による荷

揚場周辺の沈下及び初期潮位を考慮した津波解析を実施した。検討にあたって

は，荷揚場付近の浸水範囲が広い基準津波１（防波堤無し）を対象とした。図 1.2

－44 に荷揚場における最大浸水深分布図，図 1.2－45 に最大流速分布図，図 1.2

－46 に流速が最大（11.9m/s）となった地点における浸水深・流速時刻歴波形を

示す。図 1.2－46 より，アスファルト部で耐性があるとされる 8m/s の流速を越

える時間は限定的であるが，図 1.2－45 に示す 8m/s の流速を越える地点付近に

ついてはコンクリート舗装等の対策工を行うことから洗掘は生じない。 

 

注記＊：津波防災地域づくりに係る技術検討報告書，津波防災地域づくりに

係る技術検討会，p.33，2012 
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図 1.2－44 最大浸水深分布図（基準津波１（防波堤無し）） 

 

図 1.2－45 最大流速分布図（基準津波１（防波堤無し）） 
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図 1.2－46 流速最大地点における浸水深・流速時刻歴波形 
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(6) 津波評価条件 

基準地震動Ｓｓ及び基準津波に伴う地形変化及び標高変化による影響の有無

に関する検討結果の一覧を表 1.2－12 に示す。 

 

表 1.2－12 基準地震動Ｓｓ及び基準津波による影響検討結果 

 

 

以上の結果を踏まえ，入力津波設定において考慮する地形の条件は以下のと

おり。 

・ 防波堤損傷に関する検討の結果，津波高さについては，防波堤の有無によ

る差異が認められることから，影響要因として考慮する。また，津波高さ

以外については，発電所沖合は防波堤の有無による最大流速分布に差異が

認められないことから影響要因として考慮しない。一方，港湾内及び港湾

外は最大流速分布に差異が認められることから，影響要因として考慮する。 
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(参考資料 1) 防波堤の位置付け・モデル化 

(1) 防波堤の位置付け 

島根原子力発電所では，輪谷湾に防波堤及び東防波堤を設置している（図 1－

1）。これら防波堤は，敷地周辺の地震により損傷する可能性は否定できないこ

とから，津波影響軽減施設とせず，自主設備とする。基準津波５，６は自主設備

である防波堤の有無が基準津波の選定に影響が有ることから選定した。 

 

 

図 1－1 防波堤位置 

 

(2) 防波堤のモデル化 

防波堤の有無によるモデル化については，防波堤有り条件では，防波堤ケーソ

ン，捨石マウンドをモデル化しており，防波堤無し条件では，防波堤ケーソン，

捨石マウンドを全て取り除いた状態で実施している（図 1－2）。なお，消波ブ

ロック＊は，透過性を有するため，防波堤有り条件においては，安全側の評価と

なるよう消波ブロックをモデル化しないものとしている。 

また，消波ブロックをモデル化した場合の津波への影響を検討するため，東防

波堤の EL 4.9m～EL 1.8m 区間の消波ブロックをモデル化し，消波ブロックの透

過率を施工実績より算出し 50%と設定し，防波堤有り条件のうち，施設護岸又は

防波壁で最大水位上昇量を示した基準津波１を対象に実施した。 

その結果，消波ブロックをモデル化した場合，消波ブロックをモデル化しない

場合と比較し，津波の敷地への影響は小さいことから，消波ブロックをモデル化
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しない津波解析は安全側の評価となることを確認した。水位の影響については，

表 1－1 及び図 1－3 に示す。また，流向・流速の影響については，図 1－4 に示

す。 

注記＊：一般に消波ブロックは短周期の波浪に対する軽減効果を持つとされ

ており，土木学会（2016）においても構造物（消波ブロック）が無い

ものとして取り扱うことが多いと記載されている。 

 

 

図 1－2 防波堤断面図 

 

表 1－1 消波ブロックのモデル化検討結果 
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図 1－3 最大水位上昇量分布図比較 
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地震発生後 190 分（消波ブロックをモデル化） 

 

 

地震発生後 190 分（消波ブロックをモデル化しない） 

 

図 1－4(1) 流向・流速分布図比較 
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地震発生後 191 分（消波ブロックをモデル化） 

 

 

地震発生後 191 分（消波ブロックをモデル化しない） 

 

図 1－4(2) 流向・流速分布図比較  
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地震発生後 192 分（消波ブロックをモデル化） 

 

 

地震発生後 192 分（消波ブロックをモデル化しない） 

 

図 1－4(3) 流向・流速分布図比較  
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地震発生後 193 分（消波ブロックをモデル化） 

 

 

地震発生後 193 分（消波ブロックをモデル化しない） 

 

図 1－4(4) 流向・流速分布図比較 
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(参考資料 2) 防波壁より海側へ新規設置する構造物による入力津波の設定への影

響 

(1) 概要 

設計の進捗に伴い，詳細設計段階において防波壁より海側へ構造物を新規設

置することとした。対象構造物としては，防波壁通路防波扉（荷揚場南）及び防

波壁通路防波扉（３号東）の前面に設置する漂流物対策工並びに荷揚護岸近傍へ

設置する漂流防止装置（基礎を含む）がある。 

これらの防波壁より海側へ新規設置する構造物が入力津波の設定へ与える影

響について確認する。 

 

(2) 防波壁より海側へ新規設置する構造物による入力津波の設定への影響 

a. 対象構造物の概要 

対象構造物としては，防波壁通路防波扉（荷揚場南）及び防波壁通路防波扉

（３号東）の前面に設置する漂流物対策工並びに荷揚護岸近傍へ設置する漂

流防止装置（基礎を含む）がある。平面位置を図 2－1 に示す。 

防波壁通路防波扉（荷揚場南）の漂流物対策工の概要を図 2－2 に示す。設

置地表面 EL 8.5m より上部として，幅 13.9m，奥行き 5.6m の支柱と支柱間の

鋼製扉からなる。 

防波壁通路防波扉（３号東）の漂流物対策工の概要を図 2－3 に示す。設置

地表面 EL 8.5m より上部として，幅 19.5m，奥行き 7.9m の支柱と支柱間の鋼

製扉からなる。 

漂流防止装置の概要を図 2－4 に示す。設置付近の地表面 EL 6.0m より上部

として，外径 2.2m の鋼管杭とその上部の係船柱からなる。 

 

b. 評価条件 

水位上昇側の基準津波の解析結果と漂流物対策工及び漂流防止装置の位置

関係の比較から，入力津波高さへの影響を検討する。 

評価対象とする波源は，水位上昇側の基準津波となる基準津波１（防波堤有

り），基準津波 1（防波堤無し），基準津波２及び基準津波５とした。 

なお，津波解析において漂流物対策工及び漂流防止装置はモデル化してい

ない。 

 

c. 評価結果 

水位上昇側の基準津波における最大水位上昇量分布図と漂流物対策工及び

漂流防止装置の位置関係を図 2－5 に示す。なお，施設護岸又は防波壁におけ
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る入力津波高さは，図 2－5（右上）の基準津波１（防波堤無し）における最高

水位地点における水位を一律の入力津波高さとして設定している。 

防波壁通路防波扉（荷揚場南）及び防波壁通路防波扉（３号東）の漂流物対

策工に関しては，いずれの基準津波も到達しないことを確認した。 

漂流防止装置の北側に関しては，いずれの基準津波も到達しないことを確

認した。 

漂流防止装置の南側に関しては，基礎（鋼管杭）の一部が浸水するものの，

その最大浸水深は 0.10m 以下と小さいこと及び入力津波高さは設置位置から

離れた湾奥で設定されていることから，入力津波への与える影響はないと判

断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 防波壁より海側へ新規設置する構造物の平面位置図 

  

Ｎ

漂流防止装置
（基礎（多重鋼管杭））

防波扉（３号機東側）
漂流物対策工

250 500m0

防波扉（荷揚場南）
漂流物対策工
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図 2－2 防波壁通路防波扉（荷揚場南）の漂流物対策工の概要図 

 

 

 

 

図 2－3 防波壁通路防波扉（３号東）の漂流物対策工の概要図 
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（北側）               （南側） 

 

図 2－4 漂流防止装置の概要図 

  



 

1.2-70 

 

 

図 2－5 水位上昇側の基準津波における輪谷湾内の最大水位上昇量分布図（全時刻） 

  

基準津波１（防波堤有り） 基準津波１（防波堤無し）

最高水位地点

防波扉（３号東）
漂流物対策工

防波扉（荷揚場南）
漂流物対策工

防波扉（荷揚場南）
漂流物対策工

防波扉（３号東）
漂流物対策工

漂流防止装置
（基礎（多重鋼
管杭））

漂流防止装置
（基礎（多重鋼
管杭））

基準津波２（防波堤有り） 基準津波５（防波堤無し）

防波扉（３号東）
漂流物対策工

防波扉（荷揚場南）
漂流物対策工

防波扉（荷揚場南）
漂流物対策工

防波扉（３号東）
漂流物対策工

漂流防止装置
（基礎（多重鋼
管杭））

漂流防止装置
（基礎（多重鋼
管杭））

最大浸水深
0.10m

最大浸水深
0.03m
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(3) まとめ 

防波壁より海側へ新規設置する構造物が入力津波の設定へ与える影響につい

て，新設する構造物位置と基準津波の評価結果を比較したところ，入力津波の設

定へ与える影響はないことを確認した。 

以上より，防波壁より海側へ新規設置する構造物は，入力津波を設定する際の

影響要因として考慮しない。 
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(参考資料 3) ３号機東側における液状化に伴う側方流動による沈下量の妥当性 

(1) 目的 

３号機東側における地震時の液状化に伴う側方流動による沈下量については，

設置変更許可段階では，標準断面において文献に基づく液状化対象層の地盤物

性等を用いた地震応答解析により算定していた。 

本検討では，詳細設計段階における設計進捗を踏まえた地盤物性，解析モデル

を用いた地震応答解析を実施し，設置許可段階において算定した沈下量の妥当

性を確認する。 

 

(2) 検討条件 

a. 検討断面の位置 

設置変更許可時においては，１，２号機北側エリアと３号機東側エリアを比

較し，以下の二つの観点から３号機東側エリアの沈下による遡上の影響が大

きいと判断し，検討断面の選定を行っていた。 

①１，２号機北側エリアと比較して埋戻土（掘削ズリ）の分布が広範囲かつ

層厚が厚いこと 

②１，２号機北側エリアと比較して基準津波遡上範囲が広いこと 

 

上記を踏まえ本検討では，詳細設計段階において，１，２号機北側エリアは

別に検討断面を選定したことから，３号機東側エリア内において，設置変更許

可時と同様の観点で検討断面の選定を行った。また，沈下考慮範囲における岩

盤の傾斜を断面選定の観点へ追加し検討した。 

①埋戻土（掘削ズリ）の分布が広範囲かつ層厚が厚いこと 

②基準津波遡上範囲が広いこと 

③沈下考慮範囲（防波壁前面の改良地盤より海側）における岩盤の傾斜が急

であること 

 

３号機東側エリアにおける液状化考慮範囲と岩盤深さを図 3－1 に示す。ま

た，基準津波による津波遡上範囲を図 3－2 に示す。３号機東側エリアにおけ

る液状化考慮範囲は荷揚場が最も広く，津波遡上範囲は荷揚場及びその周辺

であることから，荷揚場において詳細設計段階の検討断面を設定する。 

埋戻土の層厚の観点から，設置変更許可時と詳細設計段階の検討断面の比

較を行う。防波壁の改良地盤前面の埋戻土の層厚を図 3－3 に示す。設置変更

許可時及び詳細設計段階の検討断面ともに，改良地盤前面の埋戻土の層厚は

約 12m である。 
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沈下考慮範囲における岩盤の傾斜の観点から，設置変更許可時と詳細設計

段階の検討断面の比較を行う。沈下考慮範囲（防波壁前面の改良地盤より海側）

における岩盤の傾斜を図 3－3 に示す。設置変更許可時の検討断面は，沈下考

慮範囲 35m に対し高低差 1.4m であり，約 4%の傾斜である。一方，詳細設計段

階の検討断面は，沈下考慮範囲 55m に対し高低差 6.5m であり，約 12%の傾斜

である。 

以上のことから，観点①②③を踏まえた検討結果として，詳細設計段階の検

討断面により３号機東側における液状化に伴う側方流動の検討を行う。 

 

なお，防波壁（逆 T 擁壁）の評価対象断面の選定にて，設置変更許可時の検

討断面を①－①断面，本詳細設計段階の検討断面を⑥－⑥断面として比較検

討を行い，岩盤上面の深さ，改良地盤の幅，許容アンカー力に占める初期緊張

力の割合及び地表面最大加速度が同等であることを評価している。（浸水防護

施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料「1.8 津波防護施設の設計にお

ける評価対象断面の選定」参照） 
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図 3－1(1) 沈下考慮範囲平面図 

図 3－1(2) 逆 T 擁壁縦断における岩盤深さ 

凡例

：沈下考慮範囲

：防波壁

３号炉北側エリア

３号炉
東側エリア

１，２号炉
北側エリア

３号機
東側エリア

設置変更許可時の検討断面
（速度層は３号機東西断面位置（破線）から投影）

詳細設計段階の検討断面

１，2号機
北側エリア

３号機北側エリア

詳細設計段階の検討断面設置変更許可時の検討断面
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図 3－2 基準津波１（防波堤無し，防波壁前面の沈下 1m）による津波遡上範囲 

 

  

詳細設計段階の検討断面

設置変更許可時の検討断面
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図 3－3 沈下考慮範囲（防波壁前面の改良地盤より海側）における 

埋戻土の層厚及び岩盤の傾斜（解析モデル図） 

 

  

設置変更許可時の検討断面

詳細設計段階の検討断面

被覆石（捨石含む）

沈下考慮範囲：35ｍ

沈下考慮範囲：55ｍ

沈下考慮範囲
における高低差：1.4ｍ

沈下考慮範囲
における高低差：6.5ｍ

埋戻土層厚：12ｍ

埋戻土層厚：12ｍ

説明時期 沈下考慮範囲
沈下考慮範囲に

おける高低差

岩盤傾斜（沈下考慮範

囲/高低差）

設置変更許可時 35m 1.4m 4%

詳細設計段階 55m 6.5m 12%
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b. 解析用物性値 

設置変更許可時と詳細設計段階の解析用物性値を示す。 

地下水位の比較を表 3－1 に示す。詳細設計段階において，沈下考慮範囲にあ

たる防波壁より海側において設置変更許可時より高い地下水位を設定している。 

埋戻土の解析用物性値の比較を表 3－2 に示す。埋戻土の解析用物性値は，

液状化特性については液状化強度曲線が変わらないよう液状化パラメータを

設定しており大きな差異はない，一方基準せん断弾性係数については設置変

更許可時に比較し詳細設計段階では試験結果に基づく高い剛性を用いており，

変形が抑えられる傾向と考えられる。 

改良地盤の解析用物性値の比較を表 3－3 に示す。沈下考慮範囲は，改良地

盤より海側から護岸端部までの範囲であることから，改良地盤の物性値の差

異による影響は軽微であると考えられる。なお，改良地盤位置における防波壁

（逆 T 擁壁）の構造の差異として，設置変更許可時には鋼管杭が考慮されてい

たが，詳細設計段階には鋼管杭は考慮せずグラウンドアンカを考慮している。 
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 表 3－1 地下水位の比較 

説明時期 設計用地下水位 

設置変更許可時 
防波壁より陸側：EL 8.5m＊ 

防波壁より海側：EL 0.14m 

詳細設計段階 
防波壁より陸側：EL 8.5m＊ 

防波壁より海側：EL 0.58m 

注記＊：地表面が EL 8.5m よりも低い地点については，地下水位を地表面とする。  

 

表 3－2 埋戻土の解析用物性値の比較 

（工事計画に係る補足説明資料(安全設備及び重大事故等対処設備が 

使用される条件の下における健全性に関する説明書)より抜粋） 
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表 3－3 改良地盤の解析用物性値の比較 

 

 

 

(3) 検討結果 

上記解析モデルによる地震応答解析（基準地震動Ｓｓ－Ｄ）の結果，設置変更

許可時における平均沈下量 0.33m に対し，0.01m となった。これは，埋戻土の剛

性の差異による影響と評価した。 

以上のことから，詳細設計段階における精緻なモデルによる沈下量（0.01m）

が設置変更許可時において算定した沈下量（0.33m）を下回ることから，設置変

更許可時に設定した沈下量は妥当と判断する。 

なお，沈下量は液状化による沈下量と揺すり込みによる沈下量 0.65m を足し，

1m と設定している。 
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1.3 港湾内の局所的な海面の励起 

基準津波による発電所周辺における最大水位上昇量分布を図 1.3－1 に，時刻歴

波形の評価地点を図 1.3－2 に示す。また，津波の伝播経路を考慮し，①湾口と②

湾中央，②湾中央と③湾奥西，②湾中央と④湾奥東及び②湾中央と⑤２号機取水

口における基準津波１の水位をそれぞれ重ね合わせた水位時刻歴波形を図 1.3－

3 に示す。 

図 1.3－1 より，湾の内外ともに水深が浅くなる沿岸部及び隅角部において，そ

の付近での最大水位上昇量を示す傾向にあり，湾の内外で最大水位上昇量分布の

傾向に大きな差異はない。港湾の固有周期が 3 分程度（図 1.3－4 参照）であり，

時刻歴波形から読み取れる湾中央での基準津波の周期が 3 分程度であることから，

港湾内の海面の固有振動による励起の発生の可能性も含め確認を行った。なお，

図 1.3－3 に示すとおり，防波堤の有無による傾向に差がないことから，以降の考

察は防波堤有り条件のケースに関して実施する。 

図 1.3－3 より，①港口→②湾中央の波形については，上昇側のピーク値が伝播

先で最大 1.8m 程度（②湾中央:3.61m-①港口:1.80m），大きくなる傾向が確認で

きる。 

②湾中央→③湾奥西の波形については，上昇側のピーク値が伝播先で最大 2.5m

程度（③湾奥西:4.32m-②湾中央:1.82m），大きくなる傾向が確認できる。 

②湾中央→④湾奥東の波形については，上昇側のピーク値が伝播先で最大 4.9m

程度（④湾奥東:6.92m-②湾中央:2.01m），大きくなる傾向が確認できる。上昇が

著しい時間帯としては，188 分，191 分，193 分頃であり，いずれも上昇側のみピ

ーク値の増加が顕著である。 

次に取水口位置における確認を行う。②湾中央→⑤２号機取水口（東及び西）

の波形については，上昇側のピーク値が伝播先で最大 1.8m 程度（⑤２号機取水

口:3.65m-②湾中央:1.82m），大きくなる傾向が確認できる。この水位変動の傾向

は，湾奥西（最大 2.5m），湾奥東（最大 4.9m）に比較し小さい。 

湾奥西及び取水口位置の水位変動については，水深が浅くなることによる増幅

の影響及び湾の固有周期と湾中央での基準津波の周期が近いことから海面の固有

振動による励起の影響と推察される。 

湾奥東の水位変動については，上記の湾奥西及び取水口位置における影響に加

えて，水位変動は上昇側のみピーク値の増加が顕著に認められることから，隅角

部における反射の影響による水位変動が支配的であると推察される。 

以上のことから，湾の伝搬先で水位のピーク値が大きくなる傾向は，伝搬先の

水深が浅くなることによる増幅の影響及び海面の固有振動による励起の影響と推

察される。また，一部地点（湾奥東）においては，上昇側のみピーク値の増加が

顕著に認められることから，上記影響に加えて，隅角部における反射の影響が支
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配的であると考えられる。伝搬先の水深が浅くなることによる水位の増幅，海面

の固有振動による励起及び隅角部における反射の影響は，津波数値シミュレーシ

ョンにおいて適切に再現されている。 

なお，湾奥東の地点のように，ピーク値の増加が顕著に認められる地点がある

ことから，入力津波の設定にあたっては，保守的な評価となるよう当該地点にお

ける最大の水位を一律に評価地点（施設護岸又は防波壁）の入力津波高さとして

設定している。 

 

 

図 1.3－1－1 最大水位上昇量分布（基準津波１（防波堤有り）） 

 

 

図 1.3－1－2 最大水位上昇量分布（基準津波１（防波堤無し）） 
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図 1.3－2 評価地点 
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図 1.3－3－1 基準津波１（防波堤有り）の水位の時刻歴波形（輪谷湾） 
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図 1.3－3－2 基準津波１（防波堤無し）の水位の時刻歴波形（輪谷湾） 
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図 1.3－4 港湾の固有周期 
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1.4 管路解析のモデル 

(1) はじめに 

海洋から取水路及び放水路を経て各評価地点までの水路の水理特性を考慮し

た管路解析を実施した。解析は，基準津波１～６（水位上昇側：基準津波１，２，

４，５，水位下降側：基準津波１，３，４，６）を入力波形として実施した。 

(2) 管路解析に基づく評価 

管路解析を行う上での不確かさの考慮として，表 1.4－1 に示す各項目につい

てパラメータスタディを実施し，入力津波の選定及び津波水位への影響を確認

した。 

管路解析の解析条件を表 1.4－2 に，貝付着を考慮する範囲を図 1.4－1 に示

す。取水路及び放水路の構造図を図 1.4－2 に示す。また，基礎方程式等の数値

計算手法は，「原子力発電所の津波評価技術 2016（土木学会原子力土木委員会

津波評価部会，2016）」に基づき次頁以降に示すとおりとする。 

取・放水経路は開水路区間と管路区間が混在するため，微小区間に分割した水

路の各部分が，開水路状態か管路状態かを遂次判定し，管路区間はその上下流端

の開水路区間の水位（自由水面の水位）を境界条件として流量計算を行い，開水

路区間は，開水路の一次元不定流の式により流量・水位を計算する。また，水槽

及び立坑部は，水面面積を鉛直方向に積算した水位－容積関係を用いて，水槽及

び立坑部に接続する水路の流量合計値から水位を算定する。なお，解析には基準

津波の評価において使用した解析モデルを用いた。 

解析モデルについて，管路は管路延長・管路勾配・管径を考慮したモデル化と

し，各管路モデルで摩擦による損失を考慮する。摩擦損失以外の損失は次頁以降

の解析モデルに示す各節点において考慮する。また，水槽及び立坑部は，水槽及

び立坑部の面積を鉛直方向の分布に応じて考慮し，次頁以降の解析モデル図に

示す池としてモデル化を行い，池モデル内においては，保守的に損失水頭は生じ

ないこととする。管路解析モデルを図 1.4－3 に示す。 

管路解析は，取・放水口における水位の時刻歴波形を入力条件，取・放水槽に

おけるポンプ取・放水量（号機毎にポンプ運転時・停止時の取・放水量を設定）

を境界条件として実施する。 

表 1.4－3，表 1.4－4 及び図 1.4－4～図 1.4－10 に管路解析モデルに用いた

各損失を示す。また，表 1.4－5 に各取・放水施設の損失水頭表の整理結果を示

す。 

水位上昇側の評価結果を表 1.4－6 に，水位下降側の評価結果を表 1.4－7 に

示す。また，日本海東縁部に想定される地震による津波の各評価地点の最大の時

刻歴波形をそれぞれ図 1.4－11 及び図 1.4－12 に，海域活断層から想定される
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地震による津波の各評価地点の最大の時刻歴波形をそれぞれ図 1.4－13 及び図

1.4－14 に示す。 
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表 1.4－1 条件設定 

 

 

表 1.4－2 管路解析における解析条件 

 

注記＊1：１号機取水槽に津波防護施設である流路縮小工を設置することにより，循

環水ポンプの運転に必要な通水量が確保できないことから，循環水ポンプ

の運転は行わない。 

＊2：燃料装荷前であり，原子炉を運転するものではないが，メンテナンス等に

より循環水ポンプを運転する可能性がある。 

＊3：鋼製 

＊4：コンクリート製 
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注：基礎方程式 

管路解析では，非定常の開水路及び管路流の連続式・運動方程式を用いた。 
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図 1.4－1 貝付着考慮範囲 

  

１号機 ２号機 ３号機
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図 1.4－2－1 １号機取水施設平面図 

 

 

図 1.4－2－2 １号機取水施設断面図 

 

 

図 1.4－3－1 １号機取水施設の管路解析モデル図 
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図 1.4－2－3 ２号機取水施設平面図 

 

 

図 1.4－2－4 ２号機取水施設断面図 

 

 

図 1.4－3－2 ２号機取水施設の管路解析モデル図  
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図 1.4－2－5 ３号機取水施設平面図 

 

 

図 1.4－2－6 ３号機取水施設断面図 

 

 

図 1.4－3－3 ３号機取水施設の管路解析モデル図 
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図 1.4－2－7 １号機放水施設平面図 

 

 

図 1.4－2－8 １号機放水施設断面図 

 

 

図 1.4－3－4 １号機放水施設の管路解析モデル図 
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図 1.4－2－9 ２号機放水施設平面図 

 

 

図 1.4－2－10 ２号機放水施設断面図 

 

 

図 1.4－3－5 ２号機放水施設の管路解析モデル図 
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図 1.4－2－11 ３号機放水施設平面図 

 

 

図 1.4－2－12 ３号機放水施設断面図 

 

 

図 1.4－3－6 ３号機放水施設の管路解析モデル図 
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表 1.4－3－1 損失水頭算定公式 
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表 1.4－3－2 損失水頭算定公式 
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図 1.4－4 入口形状と損失係数（土木学会水理公式集（2018 年版）p.507） 

 

表 1.4－4 急縮損失係数（火力原子力発電所土木構造物の設計 p.830） 

 

 

 

図 1.4－5 漸拡損失係数（火力原子力発電所土木構造物の設計 p.830） 

 

注：本施設では，円形断面管と短形断面管の漸拡に上記の図による値を適用する。 

矩形断面管の場合，矩形断面と同様の断面積を持つ円管を仮定して，管径Ｄ 1,Ｄ2

を算出した。 

  



 

1.4-15 

 

図 1.4－6 漸縮損失係数（発電水力演習 p.84） 

 

注：本施設では，円形断面管と矩形断面管の漸縮に上記の図による値を適用する。 

 

 

図 1.4－7 屈折角（発電水力演習 p.88） 

 

 

図 1.4－8 曲がり，曲率半径（発電水力演習 p.87）  
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図 1.4－9 ビヤーの形状による係数 C の値（発電水力演習 p.92） 

 

 

図 1.4－10 分・合流管（土木学会水理公式集（2018 年版）p.509） 
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表 1.4－5－1 １号機取水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ停止時） 

 

  

1号管 2号管 1号管 2号管 1号管 2号管

流入 F 0.500 0.500 75.398 75.398 0.000 0.000 節点2,10

急縮 F 0.480 0.480 12.566 12.566 0.000 0.000 節点2,10

粗度係数(m
-1/3

･s) 0.014 0.014

長さ（m） 2.600 2.600

径深（m） 1.000 1.000

屈折 F 0.986 0.986 12.566 12.566 0.000 0.000 節点2,10

急縮 F 0.140 0.140 8.814 8.814 0.000 0.000 節点2,10

粗度係数(m-1/3･s) 0.014 0.014

長さ（m） 127.075 102.915

径深（m） 0.838 0.838

Fb1 0.135 0.135

Fb2 0.279 0.319

Fb1 0.135 0.135

Fb2 0.571 0.366

Fb1 0.135 0.135

Fb2 0.412 0.379

Fb1 0.135 0.135

Fb2 0.413 0.413

Fb1 0.135 0.135

Fb2 0.413 0.413

急縮 F 0.289 0.289 4.337 4.337 0.000 0.000 節点8,16

急拡 F 0.808 0.808 4.337 4.337 0.001 0.001 節点8,16

粗度係数(m-1/3･s) 0.015 0.015

長さ（m） 6.000 6.000

径深（m） 1.785 1.785

粗度係数(m-1/3･s) 0.015 0.015

長さ（m） 1.700 1.700

径深（m） 1.716 1.716

粗度係数(m-1/3･s) 0.015 0.015

長さ（m） 1.000 1.000

径深（m） 0.805 0.805

粗度係数(m-1/3･s) 0.015 0.015

長さ（m） 2.000 2.000

径深（m） 0.820 0.820

ピアの水平断面形状による係数 0.920 0.920

ピア直前の水路幅(m) 6.859 6.859

水路幅からピア幅の総計を控除した幅(m) 6.059 6.059

Fge 0.270 0.270

Fse 0.089 0.089

漸縮 F 0.020 0.020 42.557 42.557 0.000 0.000 節点8,16

急縮 F 0.100 0.100 32.237 32.237 0.000 0.000 節点8,16

Fge 0.200 0.200

Fse 0.003 0.003

流出 F 1.000 1.000 34.185 34.185 0.000 0.000 節点8,16

0.001 0.001

ピヤー 45.455 45.455 0.000 0.000 節点8,16

摩擦 33.333 33.333

0.500取水管

モデル化

取水口 0.500 摩擦 12.566 12.566 0.000 0.000 節点2,10

場所
流量

(m
3
/s)

種類
係数 断面積 (m2) 損 失 水 頭 (m)

管路1～6
管路7～12

曲がり 8.814 8.814 0.000 0.000 節点3,11

0.000

節点4,12

摩擦 8.814 8.814 0.000

節点5,13

曲がり 8.814 8.814 0.000 0.000 節点6,14

0.000

曲がり 8.814 8.814 0.000 0.000

曲がり 8.814 8.814 0.000

節点7,15

0.000 節点8,16

摩擦 50.000 50.000 0.000 0.000 節点8,16

摩擦 50.000 50.000 0.000

曲がり 8.814 8.814 0.000 0.000

取水槽 0.500

節点8,16

0.000

合計

漸拡 42.920 42.920 0.000

漸拡 32.237 32.237 0.000 0.000 節点8,16

摩擦 31.250 31.250 0.000 0.000

0.000 節点8,16

0.000 節点8,16
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表 1.4－5－2 ２号機取水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ運転時） 
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表 1.4－5－3 ３号機取水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ運転時） 
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表 1.4－5－4 １号機放水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ停止時） 
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表 1.4－5－5 ２号機放水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ運転時） 
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表 1.4－5－6 ３号機放水施設の損失水頭表 

（貝付着無し，循環水ポンプ運転時） 
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表 1.4－6－1 水位上昇側の評価結果（取水施設） 

 

注記＊1：下線を引いた箇所が日本海東縁部及び海域活断層それぞれの最大ケース 

＊2：１号機取水槽は流路縮小工を設置して評価している。 
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表 1.4－6－2 水位上昇側の評価結果（放水施設） 
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表 1.4－7 水位下降側の評価結果（２号機取水施設） 
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図 1.4－11－1 水位上昇側の時刻歴波形 日本海東縁部 
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図 1.4－11－2 水位上昇側の時刻歴波形 日本海東縁部 
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図 1.4－11－3 水位上昇側の時刻歴波形 日本海東縁部 



 

1.4-29 

 

図 1.4－12 水位下降側の時刻歴波形 日本海東縁部 
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図 1.4－13－1 水位上昇側の時刻歴波形 海域活断層 
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図 1.4－13－2 水位上昇側の時刻歴波形 海域活断層 
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図 1.4－13－3 水位上昇側の時刻歴波形 海域活断層 
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図 1.4－14 水位下降側の時刻歴波形 海域活断層 

  



 

1.4-34 

(3) ２号機取水施設の評価位置における入力津波高さについて 

日本海東縁部を波源とする基準津波６による水路内最低水位（EL 8.31m）は，

非常用海水冷却系の海水ポンプの取水可能水位に対して余裕がないことから，

大津波警報発令時には循環水ポンプを停止する運用に見直すが，参考としてポ

ンプ運転状態での地殻変動による取水への影響を検討する。２号機取水施設断

面図を図 1.4－15 に示す。 

入力津波の設定における水位下降側の水路内水位は，管路解析結果から地殻

変動（隆起）分の水位を引き下げ，設定している。解析条件を表 1.4－8 に示す。

この解析における取水槽及び取水管端部下端の水位は図 1.4－16 のとおり。 

地殻変動量（隆起 0.34m）分を考慮した場合，取水管端部下端における水位は

EL-7.57m となり，貝付着を考慮した取水管端部下端高さ（EL-7.25m）を下回る

値となったが，取水槽における水位は EL-8.31m となり，許容津波高さ（EL-8.32m）

を下回らない。 

 

 

図 1.4－15 ２号機取水施設断面図 

 

表 1.4－8 管路解析結果から隆起分の水位を引き下げ， 

入力津波を設定する際の解析条件 

 

  



 

1.4-35 

 

図 1.4－16 管路解析結果から隆起分の水位を引き下げる場合の 

取水槽及び取水管端部における水位の時刻歴波形 

 

取水管端部下端において，評価水位が取水管端部下端高さを下回ることから，

地殻変動の影響を詳細に確認するため，初期条件として地殻変動量を考慮した

管路解析を実施した。解析条件を表 1.4－9 に示す。この解析における取水槽及

び取水管端部下端の水位は図 1.4－17 のとおり。 

地殻変動量（隆起 0.34m）を初期条件として考慮した場合，取水管端部におけ

る水位は EL-7.25m となり，貝付着を考慮した取水管端部下端高さと同じ高さ

（EL-7.25m）となった。また，取水槽における水位は EL-8.27m となり，許容津

波高さ（EL-8.32m）を下回らないことを確認した。 
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表 1.4－9 初期条件として地盤変動量を考慮し， 

入力津波を設定する際の解析条件 

 

 

図 1.4－17 初期条件として地殻変動量を考慮した場合の 

取水槽及び取水管端部における水位の時刻歴波形 
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1.5 入力津波の不確かさの考慮 

(1) 考慮の程度の妥当性についての検討の方針 

浸水防護施設の設計においては，入力津波が有する数値計算上の不確かさを

考慮する。入力津波が有する数値計算上の不確かさについては，各施設・設備の

設置位置で算定された津波高さを安全側に評価することで考慮している。 

今回，考慮の程度の妥当性について，数値計算上の不確かさの要因である，「敷

地の地形及び敷地周辺の人工構造物等のパラメータによる影響」（遡上解析にお

けるパラメータによる影響及び管路解析におけるパラメータによる影響）（以下

「パラメータによる影響」という。）を考慮した数値計算上のばらつきについて

パラメータスタディを実施し，入力津波への影響評価結果を比較することで確

認をする。 

 

(2) 検討の対象 

検討の対象設備を表 1.5－1 に示す。 

 

表 1.5－1 検討の対象設備 

 

 

(3) 入力津波高さが有する数値計算上の不確かさについて 

a. 入力津波高さに影響を与え得る要因 

(a) 朔望平均潮位 

水位上昇側に対しては朔望平均満潮位 EL 0.46m，水位下降側に対しては

朔望平均干潮位 EL-0.02m を遡上解析により求めた津波水位に加えることで

考慮し，基準津波の水位を算出している。 
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(b) 入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動 

入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動として，水位上昇

側の基準津波である基準津波１，２及び５に対しては，起因となる波源が敷

地から十分に離れており，敷地への地殻変動による影響は十分小さいため，

地殻変動量を考慮しない。水位下降側の基準津波である基準津波１，３，４

及び６に対しては，安全側の評価になるように地殻変動量 0.34m の隆起を

考慮する。地殻変動量については遡上解析又は管路解析により求めた津波

水位に加えることで考慮し，基準津波の水位を算出している。 

(c) 宍道断層から想定される地震により生じる地殻変動 

宍道断層から想定される地震により生じる地殻変動については，地殻変

動量が 0.02m 以下の沈降であり，敷地への地殻変動による影響は十分小さ

いため，地殻変動量を考慮しない。 

(d) 潮位のばらつき及び近年の上昇量 

水位上昇側に対しては+0.14m，水位下降側に対しては-0.17m を潮位のば

らつきとして考慮する。潮位のばらつきについては遡上解析により求めた

津波水位に加えることで考慮している。また，朔望平均満潮位に対しては，

「1.1 (2) 観測記録の抽出期間の影響について」で示している 1 ヵ年

（1995.9～1996.8）の朔望平均満潮位 EL 0.46m と近年 5 ヵ年（2015.1～

2019.12）の朔望平均満潮位 EL 0.58m との差である+0.12m を潮位の近年の

上昇量として考慮する。 

(e) パラメータによる影響 

入力津波高さに影響を与える，数値計算上の不確かさの要因である，「パ

ラメータによる影響」としては，以下のものを考慮する。 

＜遡上解析におけるパラメータによる影響＞ 

・地震による斜面崩壊・地盤変状・防波堤損傷 

・津波による洗掘 

＜管路解析におけるパラメータによる影響＞ 

・貝付着の有無 

・ポンプ稼働の有無 

管路解析におけるパラメータによる影響については，上記のパラメータ

のうち影響を与え得るパラメータを管路毎に設定し，影響を考慮する。 

b. 数値計算上の不確かさの考慮の程度 

パラメータによる影響を考慮した各施設・設備の設置位置における入力津

波高さの算定式は以下の式で表される。 

入力津波高さ＝①＋②＋③ 
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①：基準津波 

・朔望平均潮位 

・入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動 

・宍道断層から想定される地震により生じる地殻変動 

②：潮位のばらつき及び近年の上昇量 

③：パラメータによる影響 

表 1.5－2 及び表 1.5－3 に各施設・設備の設置位置における流入，遡上に伴

う入力津波高さと，潮位のばらつき及び数値計算上の不確かさの要因である

「パラメータによる影響」の考え方を示す。また，パラメータによる影響の入

力津波高さに対する考慮の程度についても表 1.5－2 及び表 1.5－3 に示す。 
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表 1.5－2 各施設・設備の設置位置におけるパラメータによる影響の考慮の程度 

（水位上昇側） 

注記＊1：朔望平均潮位並びに入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動及び宍道断層

から想定される地震により生じる地殻変動を遡上解析により求めた津波水位に加えるこ

とで津波高さを算定している。 

＊2：朔望平均潮位，潮位のばらつき並びに入力津波の波源としている地震により生じる地殻

変動及び宍道断層から想定される地震により生じる地殻変動を遡上解析又は管路解析に

より求めた津波水位に加えることで津波高さを算定している。  
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表 1.5－3 各施設・設備の設置位置におけるパラメータによる影響の考慮の程度 

（水位下降側） 

 

注記＊：朔望平均潮位，潮位のばらつき並びに入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動

及び宍道断層から想定される地震により生じる地殻変動を遡上解析又は管路解析により求め

た津波水位に加えることで津波高さを算定している。 

 

c. 数値計算上の不確かさに与える影響 

(a) 遡上解析におけるパラメータによる影響 

基準津波１から６について斜面崩壊・地盤変状・防波堤損傷の有無を考慮

し，パラメータスタディを実施した結果を表 1.5－4 にまとめる。これらの

結果から入力津波の設定にあたり考慮する地形変化は以下のものとする。 

イ. 地震による斜面崩壊・地盤変状・防波堤損傷 

遡上解析の結果，表 1.5－4 より水位上昇側及び下降側において，斜面

崩壊・地盤変状の有無による津波高さの差異が小さいことから，影響要因

として考慮しない。 

津波高さについて，基準津波の設定の際に防波堤の有無により津波高

さに差異があったことから，防波堤の有無を影響要因として考慮する。 
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津波高さ以外については，防波堤の有無は発電所沖合の流況には有意

な影響を与えないものと考えられることから影響要因として考慮しない。

一方，港湾内及び港湾外の流況に対しては有意な影響を与えるものと考

えられるため，影響要因として考慮する。 

 

表 1.5－4 遡上解析結果 

 

 

ロ. 津波による洗掘 

遡上域となる荷揚場はアスファルト又はコンクリートで地表面を舗装

するため，洗掘による地形の変化については考慮しない。 
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(b) 管路解析におけるパラメータによる影響 

管路解析の入力波形としては基準津波１，２，４，５及び海域活断層上昇

側最大ケースを上昇側の評価に用い，基準津波１，３，４及び６を水位下降

側の評価に用いた。 

イ. 取水路の管路解析にて考慮する条件による影響 

取水路から取水槽及び放水槽から放水口に至る経路においては，「(a) 

遡上解析におけるパラメータによる影響」にて考慮した防波堤の有無を

はじめ，貝付着の有無及びポンプ稼働の有無による影響をうけることか

ら，これらを管路解析の条件として考慮する。取水路及び放水路の管路解

析にて考慮する条件による影響評価結果のうち上昇側最高水位，下降側

最低水位一覧を表 1.5－5 及び表 1.5－6 に示す。 

なお，点検時の津波評価への影響については，一部の水路に角落しを設

置し，一時的に取水槽の容積は減少するが，流入量も低減されることから，

影響は軽微である。 
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表 1.5－5 管路解析結果（水位上昇側） 

注記＊1：下線部を引いた箇所が日本海東縁部及び海域活断層それぞれの最大ケース 

＊2：１号機取水槽は流路縮小工を設置することにより，循環水ポンプに必要な通水量が確  

保できないことから運転は行わない。  
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表 1.5－6 管路解析結果（水位下降側） 

 

注記＊1：下線部を引いた箇所が日本海東縁部及び海域活断層それぞれの最大ケース 

＊2：２号機取水槽における水路内最低水位は，循環水ポンプ運転状態の EL-8.4m(EL-8.31m)

であるが，非常用海水冷却系の海水ポンプの取水可能な水位（許容津波高さ）EL-8.32m

に対して余裕がないことから，大津波警報発令時には循環水ポンプを停止する運用と

するため，水位下降側の入力津波高さとして，ポンプ停止時を評価値とする。 
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(c) 数値計算上の不確かさに与える影響のまとめ 

「(a) 遡上解析におけるパラメータによる影響」及び「(b) 管路解析に

おけるパラメータによる影響」の結果を踏まえ設定した各施設・設備の設置

位置における設計又は評価に用いる入力津波高さを表 1.5－7 に示す。 

 

表 1.5－7 各施設・設備の設置位置における設計又は評価に用いる入力津波高さ 

区分 設定位置 入力津波高さ EL(m) 

水位上昇側＊1 

施設護岸又は防波壁 11.9 

１号機取水槽 7.0 

２号機取水槽 10.6 

２号機放水槽 7.9 

水位下降側＊2 ２号機取水槽 -6.5 

注記＊1：朔望平均満潮位 0.46m 並びに潮位のばらつき及び近年の上昇量 0.26m を遡   

上解析により求めた津波水位に加えることで入力津波高さを算定している。 

＊2：朔望平均干潮位-0.02m，潮位のばらつき 0.17m 及び入力津波の波源として 

いる地震により生じる地殻変動である 0.34m の沈降を遡上解析又は管路解

析により求めた津波水位に加えることで入力津波高さを算定している。 
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1.6 遡上解析のモデル 

遡上解析に用いる数値計算モデルについては，平面二次元モデルを用いており，

基礎方程式は非線形長波（浅水理論）に基づく。基礎方程式及び計算条件を図 1.6

－1 及び表 1.6－1 に示す。なお，解析には基準津波の評価において使用した数値

計算モデルを用いた。 

計算領域については，対馬海峡付近から間宮海峡付近に至る東西方向約 1300km，

南北方向約 2100km を設定した。 

計算格子間隔については，敷地に近づくにしたがって最大 800m から最小 6.25m

まで徐々に細かい格子サイズを用い，津波の挙動が精度よく計算できるよう適切

に設定した。敷地近傍及び敷地については，海底・海岸地形，敷地の構造物等の

規模や形状を考慮し，格子サイズ 6.25m でモデル化している。なお，独立行政法

人原子力安全基盤機構（2014）及び国土交通省水管理・国土保全局海岸室他（2012）

によると「最小計算格子間隔は 10m 程度より小さくすることを目安とする」との

記載があることから，格子サイズ 6.25m は妥当である。 

地形のモデル化にあたっては，最新の地形データを用いることとし，海域では

一般財団法人 日本水路協会（2008～2011），深浅測量等による地形データを用い，

陸域では，国土地理院（2013）等による地形データ等を用いた（表 1.6－2）。ま

た，取水路・放水路等の諸元及び敷地標高については，発電所の竣工図等を用い

た。なお，敷地は防波壁に囲まれており，防波壁に囲まれた敷地への津波の遡上

はない。 

遡上解析に用いた計算領域とその水深及び計算格子分割を図 1.6－2 に示し，津

波水位評価地点の位置を図 1.6－3 に示す。防波堤については，水位がその天端を

超える場合に本間公式（1940）を用いた。計算方法について，図 1.6－4 に示す。 

津波伝播計算の初期条件となる海底面の鉛直変位については，Mansinha and 

Smylie（1971）の方法によって計算した。 

遡上解析のフロー及び地盤変動量の考慮について図 1.6－5 に示す。図 1.6－5

に示すとおり，地殻変動も地形に反映して遡上解析を実施している。なお，潮位

は遡上解析により得られた水位変動量に考慮する。 

上記を用いた遡上解析手法及び数値解析プログラムについては，土木学会（2016）

に基づき，既往津波である 1983 年日本海中部地震津波及び 1993 年北海道南西沖

地震津波の再現性を確認し，津波の痕跡高と遡上解析による津波高との比から求

める幾何平均 K及び幾何標準偏差κが，再現性の指標である 0.95<K<1.05，κ<1.45

を満足していることから妥当なものと判断した（図 1.6－6，図 1.6－7）。 
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図 1.6－1 基礎方程式 

 

表 1.6－1 計算条件 

 

  

ｔ：時間 x,y：平面座標
η：静水面から鉛直方向にとった水位変動量
ζ：海底の鉛直変位
M：x方向の線流量 N：y方向の線流量
D：全水深（D=h+η） h：静水深
n：マニングの粗度係数 g：重力加速度
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表 1.6－2 地形データ 
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図 1.6－2－1 水深と計算格子分割（計算領域全体） 

 

 

図 1.6－2－2 水深と計算格子分割（隠岐諸島～島根半島） 
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図 1.6－2－3 水深と計算格子分割（島根原子力発電所周辺） 

 

 

図 1.6－3 津波水位評価地点 
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図 1.6－4 本間公式 

 

 

図 1.6－5－1 地盤変動量の概念図（水位上昇側） 
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図 1.6－5－2 地盤変動量の概念図（水位下降側） 

 

 

図 1.6－6 既往津波の断層モデル 
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図 1.6－7－1 既往津波の再現性（日本海中部地震津波） 

 

 

図 1.6－7－2 既往津波の再現性（北海道南西沖地震津波） 
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1.7 入力津波の流路縮小工による水位低減効果の考慮 

(1) 流路縮小工による水位低減効果に関する検討の方針 

１号機取水管端部に設置する流路縮小工について，設置前後の管路解析結果

を比較することにより，その水位低減効果を確認する。１号機取水口，取水管及

び取水槽の平面図，断面図及び管路解析モデルについては，「1.4 管路解析の

モデル」に示す。 

 

(2) 計算条件 

管路解析の計算条件については，「1.4 管路解析のモデル」に示す。流路縮

小工は，１号機取水槽と取水管の境界において，急縮・急拡損失として考慮する。

なお，検討対象は基準津波１，２，４及び５とする。 

 

(3) 計算結果 

流路縮小工設置前後の１号機取水槽における入力津波高さを比較した結果を

表 1.7－1 に示す。この結果より，流路縮小工設置による効果として，入力津波

高さが平均で約 0.9m 低減すること，また，最高水位 EL 7.0m に外郭防護の裕度

評価において参照する高さである 0.64m を考慮しても，１号機取水槽の天端高

さである EL 8.80m を越えないことを確認した。 

１号機取水槽の浸水範囲を図 1.7－1 に，最大水位上昇量を示したケースの時

刻歴波形を図 1.7－2 に示す。なお，流路縮小工設置前の取水槽の時刻歴波形を

図 1.7－3 に示す。 
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表 1.7－1 基準津波による取水槽水位の結果 

注記＊1：１号機取水槽は流路縮小工を設置することにより，循環水ポンプに必要な通水量が確保できな

いことから運転は行わない。 

＊2：下線を引いた箇所が日本海東縁部及び海域活断層それぞれの最大ケース 

 

 
注：漸拡ダクト部，除じん機系＋ポンプ室の最高水位（括弧内の数値は小数第二位まで記載）を図

に示す。（基準津波１，防波堤無し，貝付着無し） 

図 1.7－1 １号機取水槽流路縮小工による浸水範囲 

▽EL-7.10m

▽EL 8.80m(１号機取水槽の天端高さ)

漸拡ダクト部除じん機系＋ポンプ室

▽EL 7.0m(6.97m)

▽EL 7.0m(6.97m)

流路縮小工

波源 
防波堤 

有無 

貝付着 

有無 

循環水ポンプ

運転状況*1 

入力津波高さ EL (m) 

１号機取水槽 

流路縮小工設置後＊2 
（参考） 

流路縮小工設置前 

日本海

東縁部 

基準津波 1 

有り 
有り 停止 6.2 7.2 

無し 停止 6.4 7.7 

無し 
有り 停止 6.7 8.2 

無し 停止 7.0 9.2 

基準津波 2 有り 
有り 停止 5.9 6.8 

無し 停止 6.0 7.3 

基準津波 5 無し 
有り 停止 6.4 7.6 

無し 停止 6.7 8.1 

海域活

断層 

基準津波 4 

有り 
有り 停止 2.6 3.0 

無し 停止 2.7[2.64] 3.0 

無し 
有り 停止 2.5 3.4 

無し 停止 2.7[2.66] 3.8 

海域活断層 

上昇側最大と

なるケース 

有り 
有り 停止 2.4 2.6 

無し 停止 2.5 2.6 

無し 
有り 停止 2.5 3.2 

無し 停止 2.6 3.5 
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図 1.7－2 流路縮小工設置後の１号機取水槽における時刻歴波形 

（基準津波１，防波堤無し，貝付着無し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.7－3 流路縮小工設置前の１号機取水槽における時刻歴波形 

（基準津波１，防波堤無し，貝付着無し） 
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（参考資料 1） 

１号機取水槽に設置する流路縮小工に関する水理模型実験について 

 

(1) 概要 

１号機取水槽に設置する流路縮小工について，生じる損失水頭は電力土木技

術協会（1995）(1)，作用する流水圧は日本港湾協会（2018）(2)に基づいて設定し

ている。 

損失水頭の算定に用いる損失係数及び流水圧の算定で用いる抗力係数の設定

値の妥当性を，水理模型実験により確認する。 

模型実験イメージ図を図 1－1 に，流路縮小工の構造概要図を図 1－2 に，損失

水頭及び流水圧の算定式を表 1－1 に示す。 

 

 

図 1－1 模型実験イメージ図 

 

 

図 1－2 流路縮小工の構造概要図 

取水管

流路縮小工

（正面図）

1号機取水槽

流路縮小工

取水管

（断面図）
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表 1－1 損失水頭及び流水圧の算定式 

項目 算定式＊ 

損失水頭 

h=f
v2

2g
 

h:損失水頭(m)，f：損失係数， 

v：流速(m/s)，g：重力加速度(m/s2) 

流水圧 

Fd=
1

2
CDρ0AU

2 

Fd：物体に作用する流れ方向の抗力(kN)， 

CD：抗力係数，ρ0：水の密度(t/m3)， 

A：流れの方向の物体の投影面積(m2)， 

U：流速(m/s) 

注記＊：下線部が妥当性を確認するパラメータ 

 

 

(2) 実験条件 

津波による最大水位上昇時は満管状態の流れになることから，実験において

も満管状態の流れを想定する。 

また，模型実験の相似則はフルード則を適用し，実験縮尺（幾何縮尺）は 1/10

程度とする。 

実験条件の概要を表 1－2 に，実機とフルード則より設定した模型値を表 1－

3 に示す。 

 

表 1－2 実験条件の概要 

実験条件 内 容 

計測項目 
・損失水頭 

・流水圧 

流れ状態 
管路流れ 

（満管状態の流れ） 

流路縮小工開口率 50% 

相似則 フルード則 

実験縮尺 1/10 程度 

 

 

 

 



 

1.7-6 

表 1－3 実機とフルード則より設定した模型値 

 実機 模型 備考 

流量(m3/s) 43.0 0.136 

フルード則より

Qm=Qp/105/2=Qp/316 

Qm：模型の流量，Qp：実機の流量 

取水管口径(m) 3.35 0.336  

流路縮小工開口径(m) 2.35 0.240  

 

 

(3) 実験模型 

a. 模型範囲 

模型により再現する範囲は，流路縮小工を含む 1 号機取水管(東側)約 40m 程

度と１号機取水槽（東側半分）とする。 

１号機取水槽の模型範囲を図 1－3 に示す。 

 

注：１号機取水施設の漸拡ダクト部充填コンクリートは，模型へ考慮していない。  

図 1－3 １号機取水槽の模型範囲 

 

b. 模型仕様 

実験模型は，取水管長を約 4m，取水槽部を約 1.6m×約 1.0m×約 3.9m の大

きさとする。また，模型内の 14 点（No.1～No.14）において，水位及び圧力を

マノメーターにより計測する。 

実験模型の構造概要図を図 1－4 に，実験模型の写真を図 1－5 に示す。 

 

 



 

1.7-7 

 

 

 

  

図
1
－

4
 

実
験

模
型

の
構

造
概

要
図

 

流
路

縮
小

工

 

流
路
縮
小
工

336

2
4

0
取
水
管

縦
断
図

断
面
図

4

750

3
0

0

1
,2

2
0

EL
.-
7.
00
0

7
9

0

1
2

0

4
7

0

670

430

EL
.8
.8
00

1,200

1
,2

5
0

Φ336

43

4
7

0
1

,0
0

0

EL
.-
4.
90
0

Φ336

Φ250

天
板

（取
り

外
し

可
能

）

1,580

1
,0

0
0

1
,6

0
0

天
板

(取
り

外
し

可
能

)

1
,0

0
0

600

4
0

IP
.1

IP
.2

IP
.3

流
量

堰

Φ300

750

バ
ル

ブ
（Φ

30
0）

給
水

管
取

水
管

取
水

槽

1,069

模
型
仕
様

〇
取
水
管

・
ア
ク
リ
ル
製
と
す
る
。

〇
流
路
縮
小
工

・
ス
テ
ン
レ
ス
製
と
す
る
。

〇
取
水
槽

・
右
岸
側
は
可
視
化
の
た
め
ア
ク
リ
ル
製
と
す
る
。
左
岸
な
ど
の
他
部
分
は
強
度
を
保
持
す
る
た
め
に
鉄
製
と
す
る
。

・
―
線
【
床
・
側
面
（
片
方
）
・
天
板
（
立
坑
部
付
近
以
外
）
】
は
鉄
製
す
る
。

・
―
線
は
ア
ク
リ
ル
製
と
す
る
。

・
―
線
（
ピ
ア
）
は
木
製
と
す
る
。

・
立
坑
部
・
ス
ク
リ
ー
ン
部
の
天
板
は
取
り
外
し
可
能
と
す
る
。
(溢
水
防
止
)

・
立
坑
部
付
近
の
天
板
は
、
取
り
外
し
可
能
と
す
る
。
(流
路
縮
小
工
の
変
更
)

・
ピ
ア
の
間
（
寸
法
2
6
5
ｍ
ｍ
）
に
整
流
板
を
設
置
す
る
。
（
引
き
波
実
験
時
）

〇
給
水
管
・
引
き
波
実
験
用
配
管

・
Φ
2
5
0
塩
ビ
管
を
使
用

〇
流
量
堰

・
鉄
製
の
全
幅
堰
を
使
用

〇
排
水
路

・
ブ
ロ
ッ
ク
3
段
積
み

900

4
5

0

80

1,035

4
6

9
1

,6
0

0

1
,5

5
0

R
7
0

R
5

0

1
,0

3
7

9
6

6
1

,5
5

0
1

2
0

500

2
,6

7
0

1
,1

8
0

265 265 265

100 140

IP
.1

IP
.2

IP
.3

1
64
.6
°

給
水

管
取

水
管

取
水

槽

流
量

堰

順
方
向

引
波
時

平
面

図

Φ300

Φ
25
0

天
板

(取
り

外
し

可
能

)

給
水

排
水

給
水

排
水

バ
ル

ブ
（Φ

30
0）

―
線

ア
ク

リ
ル

製

バ
ル

ブ
（Φ

25
0）

バ
ル

ブ
（Φ

25
0）

バ
ル

ブ
（Φ

25
0）

Φ250

Φ336

1
5.
0°

縦
断

図

1
,0

0
0

ピ
ア

ピ
ア

流
路

縮
小

工

ピ
ア

ピ
ア

流
路

縮
小

工

2
9

0

1
5.
4°

910

EL
.5
.0
00

9
6

6

R
1

,0
0

0 R
1

,0
0

0

R
1

,0
0

0

4
5

0

1,035

4
7

0
1

,6
0

0

1
,5

5
0

R
7

0

R
5

0

1
,0

3
7

1
,0

0
0

9
6

6

1
,5

5
0

1
2

0

2
,6

7
0

1
,1

8
0

265 265 265

100 140

I
P
.
1

I
P
.
2

I
P
.
3

取
水

管

取
水

槽

Φ336

1
,0

0
0

750

3
0

0

1
,2

2
0

E
L
.
-
7
.
0
0
0

7
9

0

1
2

0

4
7

0

670

430

E
L
.
8
.
8
0
0

1,200

1
,2

5
0

Φ336

43

4
7

0
1

,0
0

0

E
L
.
-
4
.
9
0
0

Φ336

1,580

210

1
,0

0
0

1
,6

0
0

1
6
4
.
6
°
1
5
.
4
°

9
6

6

1
,0

0
0

4
0

I
P
.
1

I
P
.
2

I
P
.
3

取
水

管

取
水

槽

1
5
.
0
°

E
L
.
8
.
8
0
0

910

流
路

縮
小

工

E
L
.
5
.
0
0
0

平
面

図

縦
断

図

立
坑

部

ピ
ア

ピ
ア

133

7
2

5

172172

2
4

5

209 209

1
9

5
5
1
9

4
0

0
8

0
0

4
0

0
2

4
2

5
0

0

N
o
.1

N
o
.2

N
o
.3

N
o
.4

N
o
.5

N
o
.6

N
o
.7

N
o
.8

N
o
.9

N
o
.1

0

流
路
縮
小
工

336

取
水
管

縦
断
図

断
面
図

2
4

0

ピ
エ

ゾ
管

4
N

o
.1

1

N
o
.1

2
N

o
.1

4

N
o
.1

3

336

336336

670

1,580

910

750

4
0
3
6

1,035

3
8
5
0

（
寸

法
の

単
位

は
m

m
，

E
L
表

記
は

実
機

で
の

標
高

と
す

る
）

24
0

と
す

る
。



 

1.7-8 

 

取水管～取水槽（上流より） 

 

 

 

取水管～取水槽（下流より） 

 

図 1－5－1 実験模型写真 

取水管 

取水槽 

流路縮小工 

取水管 

取水槽 

流路縮小工 
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流路縮小工設置位置付近 

 

 

 

取水槽 

 

図 1－5－2 実験模型写真 

流路縮小工 
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流路縮小工設置位置付近（通水時） 

 

 

 

取水槽（通水時） 

注：ウォーターブルーにより流況を可視化 

 

図 1－5－3 実験模型写真 
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(4) 水理模型実験の結果 

実験結果より，流路縮小板上流（No.6）と流路縮小板下流（No.7）の全水頭の

差から求まる損失水頭は 9.9m であることから，流路縮小工設置箇所の損失係数

は 2.15 となった。 

また，流路縮小板の 4 箇所（No.11～No.14）における流水圧の最大値は 6.0kN/m2

であることから，流路縮小板の抗力係数は 0.51 となった。 

各測点における水頭の分布図を図 1－6 に，流路縮小板における流水圧を図 1

－7 に示す。 

 

 

図 1－6 実験模型における水頭分布図 

 

 

 

注記＊：括弧内は下流側から見た位置を示す。 

 

図 1－7 流路縮小板における流水圧 
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(5) 設定値の妥当性 

管路解析の算定に用いる損失係数及び流水圧の算定で用いる抗力係数につい

て，実験結果と比較し，その妥当性を以下のとおり検討した。比較結果を表 1－

4 に示す。 

a. 損失係数 

流路縮小工設置箇所の損失係数は，急縮・急拡の損失係数として 1.04 を設

定値としている。一方，実験結果に基づく算定値は 2.15 であることから，設

定値よりも大きい。この値は，円管内オリフィス（開口率 50%）の損失係数(3),(4)

である約 2.1 とほぼ同値となることから，実験では円管内オリフィス相当の

損失係数が算定されたと考える。 

以上のことから，急縮・急拡の損失係数である設定値は，実験結果に基づく

算定値よりも小さく，保守的な値であることを確認した。 

b. 抗力係数 

流路縮小板の抗力係数は，日本港湾協会（2018）で示される抗力係数の標準

値のうち，最大値である平板（縦横比=∞）の抗力係数の 2.01 を設定値として

いる。一方，実験結果に基づく算定値は 0.51 であることから，設定値よりも

小さい。流路縮小板は中空円形であり，流れに対する抗力が平板（縦横比=∞）

よりも小さいことから，設定値よりも小さい抗力係数が算定されたと考える。 

以上のことから，平板（縦横比=∞）の抗力係数である設定値は，実験結果

に基づく算定値よりも大きく，保守的な値であることを確認した。 

 

表 1－4 損失係数及び抗力係数の比較 

 設定値 実験結果に基づく算定値 

損失係数 1.04 2.15 

抗力係数 2.01 0.51 

 

 

(6) 参考文献 

(1) （一社）電力土木技術協会（1995）：火力・原子力発電所土木構造物の設

計－増補改訂版－ 

(2) （公社）日本港湾協会（2018）：港湾の施設の技術上の基準・同解説 

(3) 立花規良・小池哲（1997）：管オリフィスを通る流れと損失，福井大学

工学部研究報告，45 巻，2 号，p.339-355 

(4) 長谷川猛虎・平井英二（1957）：粘性流体のオリフィス流量計における

差圧とレイノルズ数の関係について，21 巻，10 号，p.660-665 
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1.8 海域活断層上昇側最大ケースの津波 

各施設・設備の設計又は評価において，津波が到達する場合は，津波荷重と余震

荷重の重畳の要否を検討する必要があるが，海域活断層を波源とする水位上昇側

の基準津波が策定されていないことから，海域活断層上昇側最大ケースの津波に

ついても，入力津波に設定する。 

日本海東縁部に想定される地震による津波では，波源が敷地から 600km 以上離

れており，波源の活動に伴う余震については敷地への影響が明らかに小さいこと

から，津波が到達する場合でも，余震荷重との組み合わせは考慮しない。一方，海

域活断層から想定される地震による津波については，波源が敷地近傍であること

から，津波が到達する場合に津波荷重と余震荷重との組み合わせを考慮する。 

海域活断層上昇側最大ケースの津波については，津波防護施設，浸水防止設備等

の設計において，津波の到達有無を評価した上で，津波荷重と余震荷重の組合せの

要否を判断するために設定した。 

また，海域活断層から想定される地震による津波（海域活断層上昇側最大ケース

及び基準津波４）に対して，全ての評価位置において津波の最大水位を確認した。

確認の結果を表 1.8－1 に示す。 

確認の結果，施設護岸又は防波壁においては海域活断層上昇側最大ケースの津

波が最大水位を示し，それ以外の評価位置においては基準津波４が最大水位を示

した。 
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